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総
合
的
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
政
策
の
推
進
 

労
働
行
政
 

昨年３月、政労使の３者はワークシェアリングについての基本的な考え方を合意した。 
（左から奥田日本経団連会長、坂口厚労相、笹森連合会長） 

　
厚
生
労
働
省
が
一
〇
月
二
一
日
、
ワ
ー
ク

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
を
機
動
的
に
広
め
る
た
め
、

総
合
的
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
推
進
策
を

発
表
し
た
。
昨
年
三
月
と
一
二
月
の
政
労
使

合
意
を
契
機
に
、
導
入
に
拍
車
が
か
か
る
と

の
見
方
も
あ
っ
た
も
の
の
制
度
の
活
用
が
な

か
な
か
進
ま
な
い
こ
と
を
受
け
た
も
の
だ
。

同
省
は
一
〇
月
二
九
日
、
省
内
に
推
進
本
部

を
設
置
。
各
都
道
府
県
労
働
局
に
も
順
次
、

同
本
部
を
設
置
す
る
。
推
進
策
は
、
残
業
が

多
い
企
業
な
ど
を
中
心
に
導
入
を
働
き
か
け

る
ほ
か
、
利
用
し
づ
ら
い
と
言
わ
れ
て
き
た

助
成
金
の
支
給
要
件
の
緩
和

や
、
中
高
年
型
な
ど
新
し
い

ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
タ
イ

プ
の
検
討
を
盛
り
込
ん
だ
。

一
一
月
中
に
は
労
使
実
務
者

レ
ベ
ル
代
表
を
交
え
た
「
ワ

ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
普
及
推

進
会
議
」
を
開
く
予
定
で
、

遅
れ
て
い
る
多
様
就
業
型
を

め
ぐ
る
労
使
の
具
体
的
な
議

論
を
、
政
府
主
導
で
促
し
た

い
考
え
だ
。 

   

残
業

の
削
減
と 

　
両
輪
で
推
進 

  

　
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
を

め
ぐ
っ
て
は
昨
年
三
月
二
九

日
、
一
二
月
四
日
、
一
二
月

二
六
日
―
―
と
政
労
使
で
推

進
に
合
意
。
財
政
支
援
も
措

置
し
、
鳴
り
物
入
り
で
ス
タ

ー
ト
し
た
。
だ
が
、
労
使
の

盛
り
上
が
り
の
欠
如
や
生
産

性
低
下
に
対
す
る
懸
念
、
イ

ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
の
乏
し
さ
な
ど
か
ら
取
り
組

み
は
進
ん
で
い
な
い
の
が
現
状
で
、
制
度
の

導
入
は
予
想
を
大
き
く
下
回
っ
て
い
る
。
坂

口
力
・
厚
生
労
働
相
は
一
〇
月
二
一
日
、
閣

議
後
の
会
見
で
「
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の

枠
組
み
は
す
で
に
出
来
て
い
る
が
、
各
企
業

で
も
労
組
で
も
、
何
か
自
分
た
ち
の
権
益
や

損
得
勘
定
が
先
に
立
ち
、
な
か
な
か
進
み
に

く
い
。
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
で
少
し
具
体
的
に

根
を
下
ろ
さ
な
い
と
い
け
な
い
」
な
ど
と
指

摘
。
「
い
ろ
い
ろ
な
形
態
の
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア

リ
ン
グ
の
例
示
、
国
の
支
援
体
制
、
ワ
ー
ク

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
推
進
本
部
の
設
置
、
職
業
安

定
行
政
と
労
働
基
準
行
政
一
体
の
導
入
の
働

き
か
け
、
若
年
者
・
高
齢
者
・
教
育
訓
練
関

連
施
設
と
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
組
み
合

わ
せ
な
ど
を
行
い
、
前
進
が
で
き
る
よ
う
に

し
た
い
」
と
の
考
え
を
明
ら
か
に
し
た
。 

　
こ
れ
を
受
け
同
省
は
、
「
総
合
的
ワ
ー
ク

シ
ェ
ア
リ
ン
グ
政
策
の
推
進
に
つ
い
て
」
を

発
表
。
①
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
普
及
推
進

会
議
の
開
催
②
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
導

入
促
進
に
向
け
た
指
導
援
助
の
強
化
③
地
域

産
業
労
働
懇
談
会
な
ど
の
場
を
活
用
し
た
周

知
徹
底
④
財
政
支
援
策
の
拡
充
⑤
多
様
就
業

型
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
導
入
モ
デ
ル
開

発
事
業
の
実
施
⑥
普
及
啓
発
活
動
の
強
化
―

―
の
六
本
を
柱
に
、
取
り
組
み
方
針
を
示
し

て
い
る
。
う
ち
、
「
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

の
導
入
促
進
に
向
け
た
指
導
援
助
の
強
化
」

で
は
一
〇
月
二
九
日
、
省
内
に
ワ
ー
ク
シ
ェ

ア
リ
ン
グ
推
進
本
部
（
労
働
担
当
の
政
策
統

括
官
、
地
方
課
長
、
労
働
基
準
局
総
務
課
長
、

職
業
安
定
局
総
務
課
長
、
職
業
能
力
開
発
局

総
務
課
長
、
雇
用
均
等
・
児
童
家
庭
局
総
務

課
長
、
短
時
間
・
在
宅
労
働
課
長
、
労
働
政

策
担
当
参
事
官
で
構
成
）
を
設
置
。
一
一
月

中
旬
に
は
事
務
次
官
通
達
を
発
出
し
、
各
都

道
府
県
労
働
局
に
も
同
本
部
の
設
置
を
命
じ

る
。
同
本
部
の
設
置
に
よ
り
、
職
業
安
定
、

労
働
基
準
行
政
を
は
じ
め
、
関
係
各
局
の
連

携
を
強
化
し
た
い
考
え
だ
。 

　
同
省
は
一
〇
月
二
二
日
、
改
正
労
働
基
準

法
に
関
す
る
通
達
の
な
か
で
、
法
定
限
度
時

間
（
一
カ
月
四
五
時
間
以
内
な
ど
）
を
超
え

る
残
業
の
特
例
を
「
臨
時
的
な
も
の
に
限
る
」

う
え
、
通
算
半
年
以
内
し
か
認
め
な
い
方
針

を
明
ら
か
に
し
て
い
る
。
こ
れ
を
踏
ま
え
、

今
後
は
所
定
外
労
働
が
常
態
化
し
て
い
る
個

別
事
業
場
な
ど
を
対
象
に
、
助
成
金
（
緊
急

雇
用
創
出
特
別
奨
励
金
、
雇
用
調
整
助
成
金
）

を
活
用
し
た
緊
急
対
応
型
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ

ン
グ
の
導
入
を
促
す
。
ま
た
、
政
労
使
で
合

意
し
た
日
本
型
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
「
緊

急
対
応
型
」
と
「
多
様
就
業
型
」
に
加
え
、

「
中
高
年
型
」
な
ど
を
新
た
な
ワ
ー
ク
シ
ェ

ア
リ
ン
グ
の
方
式
と
し
て
検
討
す
る
予
定
で
、

具
体
的
に
は
若
年
者
（
日
本
版
デ
ュ
ア
ル
シ

ス
テ
ム
や
若
年
者
ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
事
業
な

ど
）
、
高
年
齢
者
（
高
齢
短
時
間
継
続
待
遇

制
度
（
仮
称
）
な
ど
）
、
教
育
訓
練
な
ど
関

連
す
る
あ
ら
ゆ
る
施
策
と
、
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
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リ
ン
グ
と
の
組
み
合
わ
せ
を
模
索
す
る
。
今

年
の
『
厚
生
労
働
白
書
』
が
必
要
性
を
指
摘

し
た
「
世
代
間
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
」
に

つ
な
が
る
も
の
と
言
え
そ
う
だ
。 

   

助
成
金

の
要
件
も
緩
和 

  

　
六
本
柱
の
う
ち
「
財
政
支
援
策
の
拡
充
」

で
は
、
雇
用
創
出
を
と
も
な
う
場
合
に
限
り
、

使
い
づ
ら
い
と
言
わ
れ
て
き
た
緊
急
対
応
型

ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
助
成
の
一
つ
、
「
緊

急
雇
用
創
出
特
別
奨
励
金
」
の
支
給
要
件
の

緩
和
も
検
討
す
る
。
現
行
で
は
、
制
度
導
入

に
際
し
、
非
自
発
的
中
高
年
失
業
者
を
一
人

で
も
新
た
に
雇
い
入
れ
れ
ば
、
三
〇
〇
人
以

下
の
事
業
所
で
五
〇
万
円
、
三
〇
一
人
以
上

で
一
二
〇
万
円
を
支
給
。
さ
ら
に
短
時
間
あ

る
い
は
一
般
労
働
者
と
し
て
雇
い
入
れ
る
に

つ
き
、
そ
れ
ぞ
れ
一
五
万
円
、
三
〇
万
円
―

―
を
支
給
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。 

　
ま
た
、
高
齢
者
雇
用
安
定
法
の
改
正
が
ら

み
で
来
年
度
か
ら
実
施
す
る
「
高
齢
短
時
間

継
続
待
遇
制
度
」
（
仮
称
）
の
導
入
助
成
金

を
、
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
推
進
に
も
活

用
す
る
。
同
制
度
は
従
業
員
が
六
〇
歳
以
上

の
任
意
の
時
点
で
、
同
一
の
労
働
条
件
（
時

間
あ
た
り
賃
金
、
賞
与
、
退
職
金
、
教
育
訓

練
、
福
利
厚
生
な
ど
）
の
下
、
短
時
間
労
働

（
週
二
〇
時
間
以
上
）
を
選
択
で
き
る
と
い

う
も
の
。
助
成
金
は
、
企
業
が
同
制
度
を
設

け
六
カ
月
以
上
の
適
用
者
が
出
た
場
合
に
、

企
業
規
模
に
応
じ
一
〇
〜
一
〇
〇
万
円
を
「
継

続
雇
用
制
度
奨
励
金
」
に
加
算
す
る
と
し
て

検
討
し
て
い
る
。 

   

均
等
処
遇

ネ
ッ
ク
に
進
ま
ぬ
議
論 

  

　
多
様
な
働
き
方
と
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ

を
め
ぐ
っ
て
は
、
昨
年
一
二
月
二
六
日
に
政

労
使
が
合
意
。
政
府
、
労
使
そ
れ
ぞ
れ
の
取

り
組
み
を
中
間
整
理
し
た
。
そ
の
な
か
で
労

使
は
①
多
様
な
働
き
方
の
推
進
②
仕
事
に
応

じ
た
公
正
な
処
遇
③
労
働
時
間
管
理
の
適
正

化
④
人
材
育
成
・
能
力
開
発
―
―
を
具
体
化

す
る
た
め
の
課
題
に
つ
い
て
、
〇
二
年
度
内

を
メ
ド
に
検
討
す
る
こ
と
で
合
意
し
て
い
る
。 

　
こ
れ
ま
で
の
議
論
を
通
じ
て
、
短
時
間
正

社
員
を
「
採
用
時
あ
る
い
は
採
用
後
の
契
約

更
新
・
変
更
な
ど
を
通
じ
て
、
週
の
所
定
労

働
時
間
が
通
常
の
労
働
者
よ
り
短
い
こ
と
を

除
き
労
働
者
の
意
欲
、
能
力
、
経
験
な
ど
が

活
か
さ
れ
る
働
き
方
と
し
て
通
常
の
労
働
者

と
同
一
の
処
遇
決
定
方
式
が
適
用
さ
れ
る
者
」

と
定
義
。
そ
の
事
例
の
収
集
・
分
析
が
、
議

論
を
進
め
る
取
っ
か
か
り
に
な
る
と
の
見
方

で
お
お
む
ね
一
致
し
た
も
の
の
、
労
側
が
多

様
就
業
型
の
前
提
と
位
置
づ
け
る
均
等
処
遇

に
つ
い
て
、
労
働
政
策
審
議
会
雇
用
均
等
分

科
会
で
は
現
行
パ
ー
ト
労
働
法
に
基
づ
く
指

針
改
正
に
と
ど
ま
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
次
の

ス
テ
ッ
プ
に
移
っ
て
い
な
い
。 

 

「
現
在
以
上
に
ど
う
負
担
を
低
く
す
る
か

と
い
う
雇
う
側
と
、
自
分
た
ち
の
労
働
条
件

を
い
か
に
守
る
か
の
雇
わ
れ
る
側
で
、
現
在

雇
わ
れ
て
い
な
い
人
の
今
後
の
話
を
す
る
の

だ
か
ら
、
結
論
が
出
て
こ
な
い
の
は
当
然
だ
」。 

　
坂
口
厚
労
相
は
九
月
二
九
日
の
記
者
会
見

で
状
況
を
こ
う
指
摘
し
た
。
さ
ら
に
一
〇
月

二
一
日
の
閣
議
後
会
見
で
「
ど
ち
ら
か
と
言

え
ば
労
使
の
話
し
合
い
で
決
着
を
つ
け
て
く

だ
さ
い
と
政
府
は
一
歩
引
い
た
形
で
見
守
っ

て
き
た
が
、
少
し
強
い
姿
勢
で
臨
む
必
要
が

あ
る
」
と
強
調
。
推
進
策
に
は
、
労
使
代
表

を
交
え
た
実
務
者
レ
ベ
ル
の
「
ワ
ー
ク
シ
ェ

ア
リ
ン
グ
普
及
推
進
会
議
」
の
開
催
が
盛
り

込
ま
れ
た
。 

　
ま
た
、
六
本
柱
の
一
つ
で
あ
る
「
多
様
就

業
型
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
導
入
モ
デ
ル
開

発
事
業
」
で
は
、
情
報
サ
ー
ビ
ス
産
業
協
会
、

日
本
百
貨
店
協
会
な
ど
四
業
種
に
〇
五
年
度

末
ま
で
の
三
年
間
を
メ
ド
に
業
務
委
託
し
、

業
種
に
合
っ
た
形
態
の
導
入
モ
デ
ル
の
開
発

に
着
手
す
る
。
そ
の
結
果
を
、
九
月
一
七
日

に
発
足
し
た
「
多
様
就
業
型
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア

リ
ン
グ
制
度
導
入
実
務
検
討
会
」（
座
長
＝
今

野
浩
一
郎
・
学
習
院
大
学
経
済
学
部
経
営
学

科
教
授
）
に
示
し
、
多
様
就
業
型
ワ
ー
ク
シ

ェ
ア
リ
ン
グ
の
選
択
肢
と
問
題
点
、
そ
の
解

決
策
な
ど
に
つ
い
て
、
〇
六
年
一
〜
三
月
を

メ
ド
に
報
告
を
ま
と
め
る
予
定
だ
。 

（
調
査
部
・
渡
邊
木
綿
子
） 

　
神
奈
川
県
が
五
月
に
発
表
し
た
「
ワ
ー

ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
実
態
調
査
」
結
果
に
よ

る
と
、
二
〇
〇
二
年
三
月
に
政
労
使
で
合

意
し
た
「
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
に
つ
い

て
の
基
本
的
な
考
え
方
」
の
企
業
認
知
度

は
二
割
に
す
ぎ
ず
、
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン

グ
の
実
施
率
は
、
緊
急
対
応
型
で
三
・
三

％
、
多
様
就
業
型
で
九
・
三
％
に
と
ど
ま

る
な
ど
、
制
度
の
導
入
が
進
ん
で
い
な
い

実
態
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
い
る
。 

　
神
奈
川
県
の
調
査
は
昨
年
九
月
、
県
内

の
主
要
企
業
四
一
四
社
と
四
二
五
労
組
を

対
象
に
実
施
。
企
業
一
五
〇
社
と
一
二
五

労
組
か
ら
の
回
答
を
ま
と
め
た
も
の
。
そ

れ
に
よ
る
と
、
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の

取
り
組
み
に
関
す
る
原
則
を
確
認
し
た
、

昨
年
三
月
の
政
労
使
合
意
に
つ
い
て
、「
よ

く
知
っ
て
い
る
」
企
業
は
二
一
・
三
％
に

す
ぎ
ず
、
「
詳
し
く
知
ら
な
い
」（
六
四
・

〇
％
）
と
「
知
ら
な
い
」（
一
四
・
七
％
）

を
あ
わ
せ
、
約
八
割
が
知
ら
な
い
と
回
答
。

労
組
で
も
、
「
よ
く
知
っ
て
い
る
」
割
合

は
三
分
の
一
（
二
九
・
六
％
）
に
と
ど
ま

り
、
「
詳
し
く
知
ら
な
い
」「
知
ら
な
い
」

割
合
が
、
あ
わ
せ
て
七
〇
・
四
％
に
の
ぼ

っ
た
。
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
実
施
に

つ
い
て
、
緊
急
対
応
型
を
「
実
施
中
」
の

企
業
は
、
企
業
調
査
で
三
・
三
％
、
労
組

調
査
で
六
・
四
％
。
多
様
就
業
型
に
つ
い

て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
九
・
三
％
、
一
一
・
二

％
と
な
っ
て
お
り
、
両
型
と
も
実
施
率
は

非
常
に
低
い
。
さ
ら
に
、
企
業
に
今
後
の

予
定
を
き
い
て
も
、「
実
施
し
な
い
」
割
合

が
緊
急
対
応
型
で
五
〇
・
七
％
、
多
様
就

業
型
で
四
六
・
〇
％
と
と
も
に
ほ
ぼ
半
数

を
占
め
た
。
ワ
ー
ク
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
導

入
が
進
ま
な
い
理
由
（
複
数
回
答
）
に
つ

い
て
、
企
業
は
、
緊
急
対
応
型
で
は
①
賃

金
減
額
に
つ
い
て
合
意
が
難
し
い
（
四
八
・

〇
％
）
②
労
働
者
の
士
気
が
低
下
す
る
（
四

二
・
七
％
）
③
国
の
失
業
対
策
を
強
化
す

べ
き
（
四
一
・
三
％
）
―
―
な
ど
と
回
答
。 

　
一
方
、
労
組
は
、「
仕
事
の
内
容
や
繁
閑

の
差
に
よ
り
一
律
の
時
短
は
難
し
い
」（
六

八
・
八
％
）、「
賃
金
減
額
に
つ
い
て
合
意

が
難
し
い
」（
六
二
・
四
％
）
―
―
こ
と
な

ど
を
あ
げ
た
。 

　
多
様
就
業
型
に
関
し
て
は
、
労
使
と
も
、

「
多
様
な
働
き
方
に
見
合
っ
た
人
事
給
与

制
度
の
抜
本
改
正
が
必
要
に
な
る
」（
企
業

＝
六
八
・
七
％
、
労
組
＝
七
六
・
八
％
）、

「
短
時
間
勤
務
導
入
に
よ
る
賃
金
減
額
に

つ
い
て
、
社
員
の
合
意
を
得
る
必
要
が
あ

る
」（
企
業
＝
六
三
・
三
％
、
労
組
＝
八
〇
・

八
％
）
―
―
と
指
摘
し
て
い
る
。 
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国
労
北
海
道
本
部
が
分
裂
 

労
働
運
動
 

国労の定期大会（9月13、14日）ではILO勧告をテコに早期の解決を図るとする方針を決めたが……。 

　
国
労
北
海
道
エ
リ
ア
本
部
を
集
団
脱
退
し

た
同
労
組
の
組
合
員
約
三
〇
〇
人
と
、
Ｊ
Ｒ

連
合
傘
下
の
北
海
道
鉄
道
産
業
労
働
組
合
（
鉄

産
労
）が
合
流
し
、
新
た
な
労
働
組
合
「
Ｊ
Ｒ

北
海
道
労
働
組
合（
略
称
・
Ｊ
Ｒ
北
労
組
）」

を
結
成
す
る
大
会
が
、
一
〇
月
二
六
日
、
札

幌
市
で
開
催
さ
れ
た
。
新
労
組
の
発
足
時
の

組
合
員
数
は
、
一
六
〇
〇
人
。
委
員
長
に
は
、

渡
辺
幸
一
氏
（
前
北
海
道
鉄
産
労
・
中
央
執

行
委
員
長
）。
佐
藤
秀
作
氏（
前
国
労
道
本
部

書
記
長
）、
藤
原
秀
勝
氏（
前
国
労
道
本
部
副

委
員
長
）
ら
も
役
員
に
就
任
。
Ｊ
Ｒ
北
労
組

は
結
成
大
会
で
、
Ｊ
Ｒ
連
合
（
明
石
洋
一
会

長
、
約
七
万
人
）
に
加
盟
申
請
を
行
い
、
翌

二
七
日
、
加
盟
が
承
認
さ
れ
た
。 

　
道
本
部
分
裂
前
の
国
労
組
合
員
は
約
六
四

〇
人
。
Ｊ
Ｒ
不
採
用
問
題
の
闘
争
団
メ
ン
バ

ー
が
多
数
い
る
北
海
道
で
、
半
数
近
く
が
国

労
か
ら
脱
退
し
た
こ
と
に
な
る
。
国
労
の
組

合
員
大
量
脱
退
は
、
二
〇
〇
一
年
一
二
月
二

四
日
に
、
秋
田
地
方
本
部
や
長
野
地
方
本
部

な
ど
か
ら
脱
退
し
た
約
六
〇
〇
人
で
結
成
し

た
「
ジ
ェ
イ
ア
ー
ル
東
日
本
ユ
ニ
オ
ン
」
以

来
の
こ
と
だ
。 

　
鉄
産
労
と
国
労
道
本
部
と
の
交
流
は
、
昨

年
一
二
月
頃
、
職
場
の
民
主
化
と
い
う
共
通

課
題
を
通
じ
た
共
同
行
動
や
集
会
と
い
う
形

で
始
ま
っ
て
い
た
が
、
そ
の
時
点
で
は
、
合

流
の
話
は
な
か
っ
た
。
国
労
脱
退
の
機
運
が

高
ま
っ
た
の
は
、
今
年
九
月
の
国
労
定
期
大

会
前
後
の
こ
と
。
国
労
は
不
採
用
問
題
で
、

「
四
党
合
意
」
に
よ
る
政
治
解
決
を
目
指
し

て
い
た
が
、
昨
年
一
二
月
、
国
労
内
の
混
乱

を
理
由
に
与
党
三
党
が
離
脱
。
政
治
解
決
は

暗
礁
に
乗
り
上
げ
て
い
た
。
大
会
で
採
択
さ

れ
た
運
動
方
針
は
、

今
年
六
月
に
新
た

に
出
さ
れ
た
Ｉ
Ｌ

Ｏ
勧
告
を
柱
に
、

政
府
の
責
任
で
早

期
の
政
治
解
決
を

は
か
る
と
す
る
も

の
。 

　
こ
の
解
決
案
に

展
望
を
見
出
せ
な

か
っ
た
藤
原
秀
勝

氏
や
佐
藤
秀
作
氏

ら
が
中
心
と
な
っ

て
、
一
〇
月
上
旬

か
ら
「
新
組
合
結

成
」
の
署
名
を
求

め
て
い
た
。
こ
の

中
に
は
、
今
定
期

大
会
ま
で
国
労
本

部
の
書
記
長
を
し

て
い
た
寺
内
寿
夫

氏
の
姿
も
あ
っ
た
。 

　
国
労
本
部
が
「
新

組
合
結
成
」
の
「
署

名
用
紙
」
を
入
手

し
た
の
は
、
一
〇

月
八
日
。
国
労
（
酒

田
充
委
員
長
・
二

万
人
）
は
、
一
〇

月
一
〇
日
、
北
海
道
エ
リ
ア
本
部
で
「
新
た

な
労
働
組
合
」
結
成
の
動
き
が
判
明
し
た
た

め
、
①
一
〇
月
一
〇
日
か
ら
北
海
道
エ
リ
ア

本
部
お
よ
び
同
エ
リ
ア
内
の
全
地
区
本
部
・

全
支
部
・
全
分
会
の
執
行
権
を
一
切
停
止
②

当
分
の
間
、
北
海
道
エ
リ
ア
本
部
の
す
べ
て

の
業
務
執
行
は
中
央
執
行
委
員
会
が
行
う
―

―
な
ど
と
す
る
指
令
を
発
し
た
。 

　
国
労
は
一
八
日
、
札
幌
市
内
で
「
北
海
道

緊
急
集
会
」
を
召
集
。
し
か
し
、
新
組
合
結

成
の
流
れ
を
押
し
止
め
る
こ
と
が
で
き
ず
、

二
六
日
、
札
幌
市
内
で
、
北
海
道
鉄
産
労
の

定
期
大
会
後
に
、
Ｊ
Ｒ
北
労
組
の
結
成
大
会

が
開
か
れ
た
。
新
労
組
の
運
動
方
針
は
、「
労

働
組
合
が
所
属
組
合
の
違
い
を
も
っ
て
、
社

員
間
の
差
別
を
求
め
る
こ
と
を
否
定
」
「
誰

か
ら
も
信
頼
さ
れ
る
自
主
・
自
立
の
組
合
民

主
主
義
を
重
視
す
る
開
か
れ
た
労
働
組
合
運

動
を
取
り
組
む
」
―
―
な
ど
を
掲
げ
て
い
る
。 

  

北
海
道
を
出
発
点
に
受
皿
づ
く
り
め
ざ
す 

  

　
Ｊ
Ｒ
連
合
の
角
田
修
作
事
務
局
長
は
、
北

海
道
鉄
産
労
（
Ｊ
Ｒ
連
合
傘
下
）
と
国
労
の

脱
退
し
た
組
合
員
と
の
合
流
に
よ
る
、
今
回

の
Ｊ
Ｒ
北
労
組
の
新
設
に
つ
い
て
、「
鉄
産
労

を
立
ち
上
げ
て
一
七
年
、
そ
れ
ぞ
れ
思
い
は

あ
る
が
、
旧
称
の
ま
ま
で
は
、
一
七
年
間
の

垢
が
と
れ
な
い
。
職
場
の
民
主
化
を
成
し
遂

げ
る
た
め
、
新
し
い
名
称
、
新
し
い
運
動
方

針
の
も
と
で
、
新
た
な
労
働
組
合
を
立
ち
上
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連
合
と
国
民
春
闘
が
04
春
闘
構
想
を
提
起
 

角田氏 

げ
た
。
鉄
産
労
と
国
労
の
い
い
と
こ
ろ
を
出

し
な
が
ら
、
北
海
道
の
な
か
で
多
数
派
組
合

と
し
て
の
受
皿
作
り
を
や
っ
て
い
き
た
い
」

と
意
気
込
み
を
語
る
。
Ｊ
Ｒ
の
産
別
労
組
は

現
在
、
Ｊ
Ｒ
連
合
、
Ｊ
Ｒ
総
連
、
国
労
の
三

極
構
造
に
あ
る
が
、
Ｊ
Ｒ
に
採
用
さ
れ
た
新

規
学
卒
者
は
、
多
数
組
合
に
加
入
す
る
の
が

通
例
だ
。
Ｊ
Ｒ
北
海
道
は
現
在
、
Ｊ
Ｒ
総
連

傘
下
の
Ｊ
Ｒ
北
海
道
労
組
が
組
合
員
数
約
六

五
〇
〇
人
で
多
数
を
占
め
て
い
る
。 

　
今
後
の
展
開
に
つ
い
て
角
田
事
務
局
長
は
、

「
国
労
の
現
在
残
っ
て
い
る
組
合
員
を
第
二

次
組
織
拡
大
の
対
象
に
し
、
賛
同
し
て
く
れ

る
人
た
ち
に
対
し
て
オ
ル
グ
す
る
。
加
入
の

条
件
は
闘
争
団
を
持
ち
込
ま
な
い
こ
と
だ
。

同
時
に
北
鉄
労
組
合
員
に
も
積
極
的
に
呼
び

か
け
て
い
く
。
今
回
の
新
労
組
立
ち
上
げ
は
、

九
州
、
四
国
、
東
日
本
に
必
ず
波
及
す
る
。

北
海
道
は
大
き
な
流
れ
の
出
発
点
だ
」
な
ど

と
、
そ
の
展
望
を
語
っ
た
。 

（
調
査
部
・
奥
田
栄
二
） 

　
労
働
組
合
側
の
〇
四
春
闘
構
想
が
出
揃
っ

た
。
連
合
（
笹
森
清
会
長
）
は
一
〇
月
三
〇

日
、
東
京
・
日
暮
里
で
「
二
〇
〇
四
春
季
生

活
闘
争
中
央
討
論
集
会
」
を
開
催
し
、
来
春

闘
に
向
け
た
構
想
案
を
構
成
組
織
に
提
起
。

全
労
連
や
純
中
立
懇
な
ど
の
組
織
が
結
集
し

て
毎
春
闘
の
時
限
共
闘
組
織
と
な
る
「
国
民

春
闘
共
闘
委
員
会
」
（
代
表
幹
事
・
熊
谷
金

道
全
労
連
議
長
な
ど
）
も
同
二
九
日
、
都
内

で
発
足
総
会
を
開
い
て
春
闘
構
想
を
決
定
し

た
。
連
合
は
「
と
り
わ
け
中
小
・
地
場
組
合

の
共
闘
強
化
に
取
り
組
む
」
と
宣
言
し
、
初

め
て
中
小
・
地
場
組
合
に
限
定
し
た
賃
上
げ

の
要
求
指
標
を
掲
げ
る
方
針
だ
。 

   

初
の
中
小
向
け
要
求
指
標 

 

連
合
の
構
想
案
に
よ
る
と
、
来
春
闘
で
は

す
べ
て
の
組
合
が
賃
金
カ
ー
ブ
維
持
分
を
算

定
。
産
業
別
組
合
の
要
求
基
準
を
ふ
ま
え
た

う
え
で
、
賃
金
カ
ー
ブ
の
維
持
を
最
低
限
の

要
求
と
し
て
そ
の
獲
得
を
め
ざ
す
。
昨
年
に

比
べ
業
績
回
復
を
見
通
せ
る
産
業
が
増
え
て

い
る
こ
と
を
ふ
ま
え
、
「
生
活
向
上
と
格
差

是
正
を
め
ざ
す
組
合
は
純
ベ
ア
要
求
の
設
定

と
そ
の
獲
得
に
取
り
組
む
」
こ
と
も
併
せ
て

明
記
し
た
。 

 

ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
と
し
て
示
す
賃
上

げ
の
要
求
指
標
と
し
て
は
、
賃
金
カ
ー
ブ
維

持
分
の
算
定
が
困
難
な
中
小
・
地
場
組
合
に

向
け
、
賃
金
カ
ー
ブ
維
持
の
目
安
と
な
る
要

求
額
を
初
め
て
設
定
す
る
こ
と
に
し
た
。
連

合
は
一
〇
月
に
開
い
た
定
期
大
会
で
、
中
小

労
働
者
や
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
、
未
組
織

労
働
者
を
も
包
含
し
た
労
働
運
動
の
展
開
に
、

よ
り
軸
足
を
お
い
た
方
針
を
確
認
し
て
お
り
、

こ
の
方
針
が
春
闘
構
想
に
も
反
映
さ
れ
た
形

だ
。
具
体
的
な
要
求
額
は
五
二
〇
〇
円
に
設

定
さ
れ
る
見
込
み
。
同
額
は
、
登
録
組
合
（
三

〇
〇
人
未
満
）
の
高
卒
・
技
能
労
働
者
の
モ

デ
ル
賃
金
で
み
た
、
一
歳
一
年
間
の
平
均
間

差
額
が
ベ
ー
ス
と
な
っ
て
い
る
。 

 

ま
た
、
連
合
は
新
た
に
、
労
働
者
が
健
康

で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
を
お
く
れ
る

最
低
賃
金
＝
生
活
保
障
水
準
（
連
合
リ
ビ
ン

グ
ウ
ェ
イ
ジ
）
の
到
達
目
標
も
提
示
す
る
方

針
だ
。
各
組
合
は
同
目
標
を
超
え
る
水
準
で

企
業
内
最
低
賃
金
協
定
を
締
結
で
き
る
よ
う

努
力
す
る
。
到
達
目
標
は
、
時
間
額
で
八
四

〇
円
以
上
、
月
額
で
一
四
万
六
〇
〇
〇
円
に

設
定
さ
れ
る
見
込
み
。 

 

連
合
の
山
口
登
守
労
働
条
件
局
長
は
到
達

目
標
に
つ
い
て
「
時
給
八
四
〇
円
は
か
な
り

高
い
水
準
だ
が
、
賃
金
構
造
基
本
統
計
調
査

で
の
パ
ー
ト
女
性
賃
金
の
全
国
平
均
が
八
九

一
円
と
な
っ
て
い
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
め
ち

ゃ
く
ち
ゃ
高
い
と
は
い
え
な
い
」
と
説
明
。

将
来
的
に
は
連
合
リ
ビ
ン
グ
ウ
ェ
イ
ジ
の
取

り
組
み
を
、
地
方
の
公
契
約
で
生
活
保
障
賃

金
を
取
引
業
者
に
担
保
さ
せ
る
運
動
と
、
連

動
さ
せ
た
い
と
し
て
い
る
。 

 

一
方
、
パ
ー
ト
タ
イ
ム
労
働
者
の
賃
上
げ

で
は
、
〇
三
春
闘
と
同
様
、
時
給
で
一
〇
円

以
上
の
引
き
上
げ
に
取
り
組
む
方
針
。
中
小
・

地
場
組
合
の
集
中
回
答
ゾ
ー
ン
は
、
三
月
第

四
週
〜
月
末
を
中
心
に
設
定
す
る
予
定
だ
。 

   

最
賃
、
パ
ー
ト
賃
上
げ
に
全
力 

　
国
民
春
闘
共
闘
委
員
会
の
春
闘
構
想
は
、

来
春
闘
で
は
「
賃
下
げ
は
絶
対
に
許
さ
な
い
、

全
労
働
者
の
賃
上
げ
を
は
か
る
こ
と
を
意
思

統
一
」
し
て
闘
う
と
強
調
。
具
体
的
な
賃
上

げ
要
求
額
は
こ
れ
か
ら
構
想
を
ベ
ー
ス
に
検

討
す
る
。
昨
年
の
春
闘
方
針
で
は
、
「
す
べ

て
の
労
働
者
の
月
額
一
万
五
〇
〇
〇
円
以
上

の
底
上
げ
」
を
目
標
に
掲
げ
た
。 

　
も
う
一
つ
の
柱
で
あ
る
最
賃
運
動
で
は
、

地
域
最
賃
だ
け
で
な
く
企
業
内
最
賃
の
引
き

上
げ
も
め
ざ
す
と
し
て
、
「
時
給
一
〇
〇
〇

円
・
日
額
七
四
〇
〇
円
・
月
額
一
五
万
円
以

上
」
を
統
一
要
求
と
し
て
掲
げ
、
「
最
賃
一

〇
〇
〇
人
体
験
運
動
」
や
「
最
賃
一
〇
〇
〇

万
人
署
名
」
な
ど
に
取
り
組
む
方
針
だ
。
さ

ら
に
、
パ
ー
ト
労
働
者
の
賃
上
げ
で
は
す
べ

て
の
組
合
が
「
時
給
一
〇
〇
〇
円
」
の
取
り

組
み
を
強
め
る
と
し
て
い
る
。 

　
来
年
一
月
二
一
日
の
ト
ヨ
タ
自
動
車
な
ど

主
要
企
業
に
対
す
る
抗
議
・
包
囲
行
動
を
皮

切
り
に
、
第
七
次
に
わ
た
る
全
国
統
一
行
動

を
展
開
す
る
予
定
。
熊
谷
代
表
幹
事
は
結
成

総
会
で
「
大
企
業
が
自
ら
ベ
ア
要
求
し
な
い

と
の
姿
勢
で
下
請
け
へ
の
障
害
を
つ
く
る
な

か
、
目
に
見
え
る
闘
い
を
す
る
こ
と
が
大
切

で
、
共
闘
委
員
会
の
役
割
は
こ
れ
ま
で
以
上

に
重
要
だ
」
と
強
調
し
て
い
る
。 

（
調
査
部
・
荒
川
創
太
） 
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ト
ピ
ッ
ク
ス
 

日
本
経
団
連
が
教
員
向
け
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
へ
 

経
済
団
体
 

私のしごと館（京都府）で体験学習する中学生 

　
学
卒
後
に
進
学
も
就
職
も
し
な
い
若
年
無

業
者
や
、
フ
リ
ー
タ
ー
と
い
う
不
安
定
就
労

の
道
を
選
ぶ
若
者
が
相
変
わ
ら
ず
増
え
続
け

て
い
る
。
加
え
て
、
な
ぜ
働
く
か
と
い
う
目

的
意
識
が
薄
い
た
め
就
職
し
て
も
短
期
間
で

離
職
し
て
し
ま
う
若
者
も
多
い
。
い
ず
れ
産

業
界
に
入
っ
て
く
る
学
生
の
職
業
指
導
を
い

ま
本
気
で
見
直
さ
な
け
れ
ば
、
経
済
成
長
の

大
き
な
制
約
要
因
と
な
る
の
は
間
違
い
な
い
。 

　
こ
う
し
た
現
状
と
問
題
意
識
を
踏
ま
え
、

日
本
経
団
連
は
一
〇
月
二
一
日
、「
若
年
者
の

職
業
観
・
就
労
意
識
の
形
成
・
向
上
の
た
め

に
―
企
業
が
で
き
る
具
体
的
施
策
の
提
言
」

を
発
表
し
、
学
校
の
教
員
を
対
象
と
し
た
「
経

済
・
社
会
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム
」（
仮
称
）
の
開

発
に
着
手
す
る
意
向
を
表
明
し
た
。
若
年
失

業
の
改
善
や
、
教
育
改
革
へ
の
財
界
独
自
の

ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
、
教
員
の
社
会
的
視
野

を
拡
げ
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発
・
提
供
し
、

質
の
高
い
職
業
観
・
就
労
観
教
育
の
効
率
的

な
実
施
を
め
ざ
す
。 

   

教
員

の
意
識
改
革
を 

  

「
経
済
・
社
会
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム
」（
仮
称
）

は
、
教
員
の
資
質
向
上
を
目
的
と
し
た
も
の

だ
。
教
員
の
多
く
は
、
大
学
を
卒
業
し
て
す

ぐ
に
教
員
に
な
る
た
め
、
自
分
自
身
が
就
業

経
験
を
し
な
い
ま
ま
進
路
指
導
に
携
わ
っ
て

い
る
場
合
が
多
い
。
教
員
に
な
っ
て
か
ら
も
、

社
会
の
影
響
を
直
接
受
け
に
く
い
環
境
に
あ

る
。
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
、
変
化
の
激
し
い
社
会

の
現
実
を
教
え
る
こ
と
が
難
し
い
教
員
に
対

し
て
、
企
業
の
動
向
な
ど
、
最
新
の
社
会
経

済
事
情
を
理
解
さ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
の
研

究
や
、
産
学
連
携
に
よ
る
人
材
育
成
シ
ス
テ

ム
に
関
す
る
研
究
が
柱
と
な
る
。
行
政
・
教

育
界
と
連
携
し
て
産
業
界
が
実
践
可
能
な
こ

と
を
検
討
す
る
。 

　
教
員
対
象
の
民
間
企
業
研
修
は
、
こ
れ
ま

で
に
も
実
施
例
が
あ
る
た
め
、
と
く
に
目
新

し
い
わ
け
で
は
な
い
。
埼
玉
県
の
ケ
ー
ス
が

成
果
を
あ
げ
た
例
と
し
て
よ
く
知
ら
れ
て
い

る
。
同
県
の
教
育
委
員
会
と
経
営
者
協
会
が

連
携
し
て
、
九
七
年
か
ら
毎
年
キ
ャ
リ
ア
一

〇
年
目
ク
ラ
ス
の
高
校
教
員
五
人
を
一
年
間
、

民
間
企
業
で
受
け
入
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、

八
三
年
か
ら
経
済
広
報
セ
ン
タ
ー
（
旧
経
団

連
の
関
係
団
体
）
が
三
日
間
の
企
業
研
修
を

開
始
。
現
在
ま
で
に
五
五
七
〇
人
が
一
四
五

社
で
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
を
体
験
し
た
。 

　
学
校
教
育
の
改
革
に
向
け
て
は
、
「
生
徒

か
先
生
か
と
い
う
議
論
が
あ
る
」
と
日
本
経

団
連
国
民
生
活
本
部
の
高
橋
友
作
主
任
研
究

員
は
言
う
。
ひ
と
り
の
生
徒
に
体
験
教
育
を

施
す
の
も
大
切
だ
が
、
議
論
の
末
に
選
ん
だ

の
は
、
教
員
を
対
象
と
し
た
施
策
だ
。
教
員

一
人
ひ
と
り
の
質
が
向
上
す
れ
ば
、
効
率
的

に
生
徒
た
ち
に
そ
の
効
果
が
あ
ら
わ
れ
る
。

若
年
問
題
の
深
刻
さ
、
緊
急
性
を
重
く
み
た

結
果
、
導
き
出
さ
れ
た
結
論
だ
。 

   

若
者

の
教
育
は
社
会
全
体
で 

  

「
今
回
の
提
言
は
、
あ
く
ま
で
も
企
業
と
し

て
自
分
た
ち
が
で
き
る
具
体
的
な
こ
と
だ
」

（
高
橋
氏
） 

　
企
業
経
営
者
が
で
き
る
こ
と
と
し
て
、
提

言
は
ほ
か
に
三
つ
の
提
案
を
し
て
い
る
。
ま

ず
、
社
員
を
講
師
と
し
て
積
極
的
に
学
校
に

派
遣
す
る
こ
と
。
二
つ
目
に
教
員
の
企
業
研

修
、
と
く
に
一
年
以
上
の
長
期
的
な
研
修
を

受
け
入
れ
る
こ
と
。
三
つ
目
に
、
三
〇
歳
未

満
を
対
象
に
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
が
実
施
し
て
い

る
、
通
称
「
若
年
者
ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
」（
学

卒
未
就
職
者
等
の
若
年
失
業
者
を
短
期
間
試

行
雇
用
す
る
）
を
積
極
活
用
す
る
こ
と
。
子

供
に
働
く
こ
と
の
意
味
や
大
切
さ
を
教
え
る

こ
と
を
家
庭
だ
け
の
役
割
と
せ
ず
、
企
業
も

子
供
に
大
人
の
働
く
姿
を
見
せ
る
機
会
を
積

極
的
に
つ
く
る
こ
と
が
重
要
だ
。 

   

「
よ
き
家
庭
人
」の
社
風
醸
成
も 

  

　
提
言
は
ま
た
、「
良
き
企
業
人
で
あ
る
と
と

も
に
、
良
き
家
庭
人
で
あ
る
こ
と
を
大
切
に

す
る
社
内
風
土
の
醸
成
」
を
掲
げ
、
残
業
時

間
削
減
へ
の
工
夫
も
求
め
て
い
る
。
提
言
で

は
、「
企
業
は
社
会
か
ら
『
人
』『
モ
ノ
』『
カ

ネ
』
と
い
う
資
源
を
預
か
り
、
活
動
を
行
う

公
的
な
存
在
で
あ
る
こ
と
を
自
覚
し
、
社
員

を
育
て
活
用
す
る
と
と
も
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の

社
員
が
家
庭
、
地
域
社
会
の
一
員
と
し
て
役

割
を
果
た
せ
る
よ
う
配
慮
し
て
い
く
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
」
と
表
現
す
る
。 

　
企
業
・
産
業
界
が
自
ら
の
役
割
を
再
認
識

し
、
若
者
の
成
長
に
向
け
て
支
援
活
動
を
す

る
こ
と
が
、
い
ず
れ
、
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い

人
材
が
産
業
界
に
入
り
、
活
躍
す
る
こ
と
に

つ
な
が
る
。 

（
調
査
部
・
高
畑
い
づ
み
） 
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トピックス 

若
年
雇
用
で
日
本
経
団
連
と
日
本
商
工
会
議
所
が
共
同
提
言 

　
日
本
経
団
連
（
奥
田
碩
会
長
）
と
日
本
商

工
会
議
所
（
山
口
信
夫
会
頭
）
は
五
月
に
「
若

年
者
を
中
心
と
す
る
雇
用
促
進
・
人
材
育
成

に
関
す
る
共
同
提
言
」
を
政
府
に
提
出
し
た
。 

　
提
言
は
、
フ
リ
ー
タ
ー
な
ど
未
就
業
若
年

者
対
策
の
今
後
の
拠
点
と
し
て
、
地
域
を
主

体
と
す
る
「
キ
ャ
リ
ア
セ
ン

タ
ー
」（
仮
称
）
を
提
起
。
情

報
提
供
、
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
、
職
業
訓
練
、
就
職
斡
旋

―
―
な
ど
の
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ

サ
ー
ビ
ス
を
、
民
間
人
材
業

者
を
活
用
し
て
提
供
す
る
モ

デ
ル
を
提
示
し
た
も
の
だ
。

経
済
産
業
省
、
内
閣
府
や
厚

生
労
働
省
、
文
部
科
学
省
が

連
携
し
、
六
月
に
策
定
し
た

「
若
年
自
立
・
挑
戦
プ
ラ
ン
」

の
な
か
に
、
地
域
に
お
け
る

若
年
者
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
セ
ン

タ
ー
（
通
称
・
Ｊ
ｏ
ｂ
　
Ｃ

ａ
ｆ
ｅ
）
の
設
置
が
盛
り
込

ま
れ
る
な
ど
、
こ
の
提
言
が

反
映
さ
れ
て
い
る
。 

　
提
言
は
、
二
五
歳
未
満
の

失
業
率
が
一
〇
％
水
準
に
高

止
ま
り
し
、
ま
た
フ
リ
ー
タ

ー
（
一
五
〜
三
四
歳
）
が
二

〇
〇
万
人
に
も
達
す
る
と
さ

れ
る
現
状
に
つ
い
て
、
「
若

年
者
が
長
期
に
わ
た
っ
て
失

業
状
態
に
と
ど
ま
り
、
漫
然

と
フ
リ
ー
タ
ー
生
活
を
送
る

こ
と
は
、
キ
ャ
リ
ア
形
成
を

妨
げ
自
身
の
そ
の
後
の
職
業

人
生
に
大
き
な
影
響
を
与
え

る
ば
か
り
か
、
経
済
成
長
の

低
下
や
社
会
保
障
制
度
の
破
た
ん
、
社
会
不

安
を
招
き
か
ね
な
い
な
ど
、
わ
が
国
の
将
来

に
と
っ
て
極
め
て
重
大
な
問
題
だ
」
と
の
見

方
を
示
し
て
い
る
。 

 

今
後
、
重
点
を
置
く
必
要
の
あ
る
若
年
未

就
業
者
対
策
と
し
て
、
「
教
育
機
関
・
企
業
・

行
政
が
一
体
と
な
っ
た
、
新
た
な
取
り
組
み

が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
た
め
の
戦
略
的
な
ト

ー
タ
ル
プ
ラ
ン
を
策
定
す
べ
き
だ
」
と
主
張
。

新
た
な
取
り
組
み
の
拠
点
と
し
て
は
、
産
業

界
、
民
間
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ（
非
営
利
組
織
）、
地
方

公
共
団
体
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
な
ど
と
連
携
し

つ
つ
、
地
域
主
体
で
設
立
・
運
営
す
る
「
キ

ャ
リ
ア
セ
ン
タ
ー
」（
仮
称
）
を
提
起
す
る
。 

 

雇
用
情
報
の
提
供
や
、
職
業
意
識
啓
発
支

援
（
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
な
ど
）
に
加
え
、

従
来
バ
ラ
バ
ラ
に
行
わ
れ
て
い
た
、
①
企
業

や
求
人
に
関
す
る
情
報
の
提
供
②
就
職
先
の

斡
旋
③
職
業
観
・
仕
事
観
の
形
成
、
志
向
の

明
確
化
の
た
め
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
④
訓
練

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
紹
介
―
―
な
ど
を
ワ
ン
ス
ト

ッ
プ
で
行
う
よ
う
要
望
。
人
材
ビ
ジ
ネ
ス
会

社
、
専
門
・
専
修
学
校
な
ど
の
民
間
事
業
者

に
業
務
委
託
し
、
委
託
料
の
一
部
を
成
功
報

酬
に
す
る
こ
と
も
強
く
求
め
て
い
る
。 

 

あ
わ
せ
て
提
言
は
、
充
実
す
べ
き
施
策
と

し
て
、
①
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ
支
援
体
制
（
所

管
省
）
の
一
本
化
や
ト
ラ
イ
ア
ル
雇
用
含
む

紹
介
予
定
派
遣
制
度
の
積
極
的
活
用
②
官
民

の
協
力
で
雇
用
情
報
を
提
供
す
る
た
め
の
、

公
設
民
営
方
式
な
ど
の
検
討
③
職
業
別
キ
ャ

リ
ア
マ
ッ
プ
に
基
づ
く
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
策
定
と
、
公
共
職
業
訓
練
施
設
に
お
け

る
民
間
の
活
用
―
―
な
ど
も
指
摘
す
る
。 

 

こ
う
し
た
取
り
組
み
の
財
源
と
し
て
は
、

雇
用
保
険
三
事
業
の
助
成
金
や
一
般
会
計
関

係
予
算
の
見
直
し
が
必
要
と
提
言
し
て
い
る
。 

若年者を中心とする雇用促進・人材育成に関する共同提言（概念図） 

1.増加する若年失業率 
・2002年の20～24歳の失業 
率9.8%
・20年前の約2.5倍 
2.増加する新卒無業者比率 
・大卒者の21%が就職できない 
(10年前の3倍） 
3.増大するフリーター 
・フリーター（15～34歳）は200万人 
ともいわれている 
4.高い若年者離職率 
・入社3年目までの離職率は3割 

提言の背景 

1.キャリア教育の充実 
(例)職場見学、実習プログラムへの 
参加、企業人による授業の実施。 
教員の企業体験への参加。 

2.創業・起業活性化のための教育 
(例)高度専門人材育成のための 
カリキュラム・教材開発 

3.効果的な職業訓練の実施 
(例)企業ニーズを反映したカリキュラ 
ム作成 

教育機関 

地域におけるパートナーシップ（キャリアセンター（仮称）） 
・地域産業界、人材ビジネス会社、NPO、地方公共団体、公共 
　職安などが共同で設立 
・若年者雇用促進のためのワンストップサービスを提供 

1.インターンシップ・トライアル雇用促進 
(例)現在各省がバラバラに行っているインターンシップ 
の支援体制の一本化 

2.雇用情報提供 
(例)官民の雇用情報の総合的活用 
　公共職安のサービスの効率性向上 
　職業相談における民間人材の活用 
3.職業教育の充実のための措置 
(例)キャリアマップ・人材育成プログラムの作成 
専門学校の設置基準に関する規制緩和 

政府・地方公共団体 

4.既存の制度の見直し（財源の手当） 
(例)雇用保険三事業を含む雇用保険制度の見直し 
規制改革の推進 

◎未就業の若 
年者は既存の 
保険制度の対 
象外であり、地 
域主体の新た 
な枠組が必要 

◎このままで 
は、人材の不足 
や失業者の増 
加をもたらし、 
経済成長の低 
下、社会保障 
の制度の破綻 
を招くなど、わ 
が国の将来に 
とって極めて 
重大な問題。 

問
題
点 

１.地域におけるキャリアセンターへの協力　（例）就職斡旋、カウンセリング、職業訓練などに参画 
２.インターンシップ・トライアル雇用などの積極的受入 
３.求人情報をはじめとする情報提供の強化　（例）合同企業説明会などを通じた明確な求人情報の提供 
４.人材育成・職業訓練の実施・協力 
５.学校でのキャリア教育への協力　（例）企業における生徒・教師の社会体験の受入、民間人校長の推薦 
６.創業・起業の活性化支援 

産業界 

協
　
力 

協
　
力 

民間人材業者 
（人材派遣会社、人材紹介会社、専門・専修学校など） 

コンサルティング 

訓練後、職業斡旋 

就　職 

職業訓練 就職斡旋 

業務委託 
委託料は一部 
成功報酬制 

▼ 

▼ ▼ 

▼ ▼ 

▼ 

▼ 

日 本 経 団 連  
日本商工会議所 
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働
事
情
 

アメリカ 

Ｉ
Ｂ
Ｍ
の
年
金
プ
ラ
ン
変
更
に
年
齢
差
別
禁
止
規
定
違
反
の
判
決 

　
米
国
連
邦
地
方
裁
判
所
は
、
七
月

三
一
日
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
社
が
行
っ
た
二
度

の
退
職
年
金
プ
ラ
ン
の
変
更
は
高
齢

者
の
年
金
受
給
額
を
減
額
す
る
も
の

で
あ
り
、
不
利
益
を
も
た
ら
す
た
め
、

雇
用
者
退
職
所
得
保
障
（
Ｅ
Ｒ
Ｉ
Ｓ

Ａ
）
法
に
違
反
す
る
と
い
う
判
決
を

下
し
た
。
こ
の
判
決
は
「
キ
ャ
ッ
シ

ュ
バ
ラ
ン
ス
」
年
金
プ
ラ
ン
を
採
用

し
て
い
る
四
〇
〇
社
以
上
の
米
国
大

手
企
業
に
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な

る
だ
ろ
う
と
見
ら
れ
て
い
る
。 

　
雇
用
差
別
を
め
ぐ
る 

　
最
近
の
動
向 

 

米
国
で
は
、
一
九
六
四
年
に
公
民

権
法
の
下
で
米
国
雇
用
平
等
委
員
会

（
Ｅ
Ｅ
Ｏ
Ｃ
）
が
設
立
さ
れ
た
。
Ｅ

Ｅ
Ｏ
Ｃ
は
人
種
、
性
、
宗
教
、
心
身

障
害
、
年
齢
な
ど
に
よ
る
雇
用
差
別

禁
止
の
た
め
の
委
員
会
で
、
雇
用
差

別
に
関
わ
る
訴
え
を
受
理
し
、
そ
れ

に
関
し
て
調
査
、
和
解
の
た
め
の
調

停
を
行
う
と
と
も
に
、
調
停
が
成
立

し
な
い
場
合
に
は
提
訴
を
行
う
な
ど

の
手
続
き
を
行
っ
て
い
る
。
年
間
一

〇
万
件
以
上
の
申
立
が
委
員
会
に
持

ち
込
ま
れ
る
。
二
〇
〇
〇
年
度
に
受

理
さ
れ
た
訴
え
の
内
容
を
み
る
と
、

年
齢
差
別
禁
止
法
（
Ａ
Ｄ
Ｅ
Ａ
）
に

よ
る
も
の
で
は
解
雇
に
関
す
る
訴
え

が
六
七
六
三
件
と
最
も
多
く
、
雇
用

条
件
に
関
す
る
訴
え
が
二
五
七
八
件

と
そ
れ
に
続
く
。
採
用
、
昇
進
、
退

職
者
年
金
に
関
す
る
差
別
に
つ
い
て

の
訴
え
も
多
い
。 

 
特
に
、
容
姿
に
よ
る
差
別
、
心
身

障
害
者
へ
の
差
別
、
年
齢
差
別
な
ど

に
係
る
事
例
が
最
近
マ
ス
コ
ミ
な
ど

で
取
り
上
げ
ら
れ
、
社
会
的
関
心
を

集
め
て
い
る
。 

 

容
姿
に
よ
る
差
別
と
し
て
は
、
フ

ァ
ッ
シ
ョ
ン
ス
ト
ア
チ
ェ
ー
ン
が
従

業
員
を
採
用
す
る
際
、
企
業
イ
メ
ー

ジ
に
合
っ
た
容
姿
端
麗
な
美
男
美
女

を
積
極
的
に
採
用
す
る
と
い
う
例
が

あ
り
、
こ
れ
に
つ
い
て
ヒ
ス
パ
ニ
ッ

ク
、
東
洋
人
そ
し
て
黒
人
の
求
職
者

ら
が
サ
ン
フ
ラ
ン
シ
ス
コ
連
邦
裁
判

所
に
訴
え
を
起
こ
し
た
。
企
業
側
は
、

小
売
業
界
で
は
激
し
い
競
争
の
な
か

で
消
費
者
の
ブ
ラ
ン
ド
意
識
を
高
め

る
た
め
に
も
企
業
イ
メ
ー
ジ
に
合
っ

た
人
材
を
探
し
出
す
こ
と
が
重
要
で

あ
り
、
若
者
向
け
の
フ
ァ
ッ
シ
ョ
ン

業
界
で
は
特
に
必
要
な
こ
と
で
あ
る

と
主
張
し
て
い
る
。
し
か
し
、
連
邦

政
府
は
企
業
の
行
き
過
ぎ
に
警
告
を

発
し
て
い
る
。
ま
た
、
Ｅ
Ｅ
Ｏ
Ｃ
の

あ
る
弁
護
士
は
、
採
用
に
当
た
っ
て

は
職
務
遂
行
能
力
を
優
先
す
る
べ
き

で
、
企
業
イ
メ
ー
ジ
を
先
行
さ
せ
る

と
無
意
識
な
差
別
を
犯
す
危
険
が
あ

る
と
苦
言
を
呈
し
て
い
る
。 

 

心
身
障
害
者
へ
の
差
別
の
問
題
と

し
て
は
、
精
神
障
害
者
と
見
な
さ
れ

採
用
を
拒
否
さ
れ
た
男
性
が
、
こ
れ

は
心
身
障
害
者
保
護
法
違
反
で
あ
る

と
し
て
Ｋ
マ
ー
ト
社
に
対
し
て
訴
訟

を
起
こ
し
て
い
る
。
ま
た
Ｕ
Ｐ
Ｓ
社

で
も
、
耳
の
不
自
由
な
社
員
の
昇
進

を
拒
み
社
員
教
育
期
間
中
に
通
訳
を

つ
け
な
か
っ
た
こ
と
に
対
し
て
訴
訟

が
起
き
た
。
こ
の
件
で
、
Ｕ
Ｐ
Ｓ
社

は
五
八
〇
万
ド
ル
の
和
解
金
の
支
払

い
に
同
意
し
た
。
和
解
に
お
い
て
は

①
聴
覚
障
害
者
の
採
用
面
接
時
、
オ

リ
エ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
、
教
育
期
間
に

通
訳
を
つ
け
る
こ
と
②
就
業
時
に
非

常
事
態
を
知
ら
せ
る
振
動
型
ポ
ケ
ッ

ト
ベ
ル
を
三
カ
月
以
内
に
提
供
す
る

こ
と
―
―
が
約
束
さ
れ
た
。 

 

Ｉ
Ｂ
Ｍ
社
に
お
け
る
退
職
年
金 

　
プ
ラ
ン
の
変
更
と
年
齢
差
別 

 

年
齢
差
別
を
め
ぐ
っ
て
は
、
最
近

、

Ｉ
Ｂ
Ｍ
社
に
お
け
る
従
業
員
の
年
金

プ
ラ
ン
の
変
更
が
高
齢
退
職
者
に
不

利
と
な
る
と
の
連
邦
地
方
高
等
裁
判

所
の
違
法
判
決
が
あ
り
、
こ
れ
は
大

き
な
社
会
的
反
響
を
呼
ぶ
こ
と
が
予

想
さ
れ
る
。 

 

２
度
に
わ
た
る
年
金
プ
ラ
ン 

　
の
変
更 

　
Ｉ
Ｂ
Ｍ
社
で
は
、
一
九
九
〇
年
代

に
入
っ
て
か
ら
従
業
員
の
年
金
プ
ラ

ン
の
変
更
を
二
度
行
っ
て
い
る
。
最

初
の
変
更
は
一
九
九
五
年
一
月
に
行

わ
れ
、
「
ペ
ン
シ
ョ
ン
エ
ク
イ
テ
ィ

プ
ラ
ン
」
と
し
て
知
ら
れ
る
確
定
給

付
型
年
金
プ
ラ
ン
で
、
年
金
信
託
方

式
（
Ｐ
Ｃ
Ｆ
）
に
よ
る
年
金
プ
ラ
ン

へ
の
変
更
で
あ
る
。
こ
の
プ
ラ
ン
で

は
加
入
者
は
毎
年
勤
続
年
数
に
応
じ

た
ポ
イ
ン
ト
が
加
算
さ
れ
、
さ
ら
に

五
年
間
の
平
均
所
得
が
高
い
場
合
に

は
特
別
加
算
ポ
イ
ン
ト
が
あ
る
。
こ

れ
ら
の
ポ
イ
ン
ト
を
基
礎
に
六
五
歳

か
ら
給
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

こ
の
Ｐ
Ｃ
Ｆ
の
運
用
は
非
常
に
う
ま

く
い
っ
て
い
た
が
、
一
九
九
八
年
ま

で
に
勤
続
五
年
未
満
の
三
五
歳
か
ら

五
五
歳
ま
で
の
従
業
員
が
二
万
人
以

上
も
お
り
、
彼
ら
に
支
払
う
た
め
の

年
金
コ
ス
ト
が
増
加
し
た
。
そ
う
い

っ
た
な
か
で
も
、
年
金
積
立
収
入
は

八
〇
〇
万
ド
ル
の
余
剰
が
あ
り
、
一

九
九
七
年
に
は
Ｉ
Ｂ
Ｍ
社
の
総
収
益

の
七
％
が
年
金
積
立
収
入
と
な
っ
て

い
た
と
い
わ
れ
て
い
る
。 

　
し
か
し
、
ひ
ん
ぱ
ん
な
転
職
を
背

景
と
し
た
雇
用
の
流
動
化
へ
の
対
応
、

将
来
的
給
付
コ
ス
ト
増
へ
の
懸
念
な

ど
を
理
由
に
、
同
社
は
一
九
九
九
年

七
月
、
年
金
プ
ラ
ン
を
再
度
変
更
し

た
。
企
業
に
と
っ
て
運
用
利
益
が
大

き
く
、
従
業
員
に
と
っ
て
は
転
職
の

際
の
ポ
ー
タ
ビ
リ
テ
ィ
に
優
れ
た
キ

ャ
ッ
シ
ュ
バ
ラ
ン
ス
プ
ラ
ン
へ
移
行

し
た
の
で
あ
る
。
キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ
ラ

ン
ス
プ
ラ
ン
は
、
伝
統
的
な
確
定
給

付
型
年
金
と
四
〇
一
ｋ
プ
ラ
ン
を
は

じ
め
と
す
る
確
定
拠
出
型
年
金
の
両

者
の
性
質
を
併
せ
持
つ
折
衷
型
企
業

年
金
で
、
確
定
拠
出
年
金
の
よ
う
に

積
み
立
て
た
年
金
資
産
を
転
職
の
際

に
他
社
に
持
ち
運
ぶ
こ
と
が
可
能
な

制
度
で
あ
る
。
こ
の
プ
ラ
ン
は
、
従

業
員
の
毎
月
の
給
与
の
五
％
と
一
年

も
の
国
債
利
回
り
に
一
％
を
足
し
た

割
合
を
基
に
算
出
し
、
各
従
業
員
の

仮
想
口
座
に
積
み
立
て
て
い
く
。
そ

し
て
、
従
業
員
の
退
職
時
に
、
即
時

年
金
と
し
て
、
一
時
払
い
で
個
人
口

座
か
ら
引
き
出
す
こ
と
が
で
き
る
。

ま
た
、
退
職
時
よ
り
も
後
の
時
点
で

一
時
払
い
を
受
け
た
り
、
年
金
と
し

て
受
け
取
る
と
い
う
選
択
も
で
き
る
。

こ
の
プ
ラ
ン
の
採
用
に
よ
り
、
Ｉ
Ｂ

Ｍ
社
に
お
け
る
年
金
積
立
収
入
は
一

九
九
八
年
の
三
億
九
五
〇
〇
万
ド
ル

か
ら
二
〇
〇
一
年
に
は
一
兆
円
と
な

っ
た
が
、
こ
れ
は
同
社
の
年
間
総
収

入
の
一
三
％
に
当
た
る
。
　 

 

変
更
さ
れ
た
年
金
プ
ラ
ン
は 

　
年
齢
差
別
と
の
判
決 

　
こ
れ
ら
二
度
に
わ
た
る
年
金
プ
ラ

ン
の
変
更
に
つ
い
て
、
イ
リ
ノ
イ
州

連
邦
地
方
裁
判
所
は
、
長
く
勤
続
し

て
き
た
高
齢
の
従
業
員
の
退
職
後
給

付
額
を
減
額
す
る
も
の
で
あ
り
、
若
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ドイツ 

雇
用
改
革
関
連
法
案
を
可
決 

い
従
業
員
に
比
べ
不
利
と
な
る
も
の

で
あ
る
と
し
て
違
法
判
決
を
下
し
た
。 

　
一
九
九
五
年
の
最
初
の
確
定
給
付

型
年
金
プ
ラ
ン
へ
の
変
更
で
は
、
年

齢
が
高
く
な
る
ほ
ど
給
付
額
が
減
少

す
る
計
算
に
な
る
が
、
連
邦
地
方
裁

判
所
は
、
こ
れ
は
Ｅ
Ｒ
Ｉ
Ｓ
Ａ
法
の

規
定
に
よ
り
禁
止
さ
れ
て
い
る
年
齢

差
別
に
当
た
る
と
し
て
違
法
判
決
を

下
し
た
。
ま
た
、
一
九
九
九
年
の
二

度
目
の
変
更
で
あ
る
キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ

ラ
ン
ス
プ
ラ
ン
の
採
用
に
つ
い
て
も

違
法
判
決
が
下
さ
れ
た
。
こ
の
プ
ラ

ン
が
導
入
さ
れ
た
一
九
九
九
年
以
降
、

長
期
勤
続
の
従
業
員
は
年
金
受
給
額

が
当
初
の
見
積
も
り
よ
り
も
二
〇
％

か
ら
四
〇
％
の
落
ち
込
み
を
示
し
て

い
る
。
こ
れ
に
関
し
て
会
社
側
は
、

一
〇
年
以
上
勤
続
の
四
〇
歳
以
上
の

従
業
員
に
対
し
て
、
彼
ら
が
希
望
す

る
場
合
に
は
旧
来
の
プ
ラ
ン
を
選
択

す
る
こ
と
を
一
応
は
認
め
た
。
し
か

し
従
業
員
側
は
、
新
年
金
プ
ラ
ン
の

実
施
は
高
齢
者
へ
の
差
別
に
当
た
る

と
し
て
一
九
九
九
年
に
告
訴
を
行
っ

て
い
る
。
具
体
的
に
は
、
年
齢
が
高

く
な
る
に
従
い
拠
出
が
年
金
受
給
額

に
反
映
さ
れ
る
率
が
減
少
し
て
し
ま

い
、
年
金
法
に
反
し
た
年
金
運
用
が

行
わ
れ
て
い
る
こ
と
に
不
満
を
訴
え

た
も
の
で
あ
る
。 

　
キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ
ラ
ン
ス
プ
ラ
ン
は

確
定
拠
出
型
と
確
定
給
付
型
の
特
徴

を
併
せ
も
つ
折
衷
型
年
金
と
さ
れ
て

い
る
が
、
先
例
と
な
る
判
決
で
は
キ

ャ
ッ
シ
ュ
バ
ラ
ン
ス
プ
ラ
ン
は
確
定

給
付
型
年
金
で
あ
る
と
い
う
見
方
が

確
立
さ
れ
て
い
る
。
従
っ
て
、
長
年

Ｅ
Ｒ
Ｉ
Ｓ
Ａ
法
で
規
制
さ
れ
て
き
た

確
定
給
付
型
年
金
に
対
す
る
諸
規
制

が
キ
ャ
ッ
シ
ュ
バ
ラ
ン
ス
プ
ラ
ン
に

適
用
さ
れ
る
。
な
お
、
キ
ャ
ッ
シ
ュ

バ
ラ
ン
ス
プ
ラ
ン
が
確
定
給
付
型
年

金
に
分
類
さ
れ
る
べ
き
こ
と
は
、
年

金
基
金
に
収
益
が
生
じ
た
場
合
積
み

立
て
て
い
る
企
業
に
収
益
が
生
ま
れ

る
こ
と
を
思
い
出
す
と
理
解
し
や
す

い
。
こ
れ
に
対
し
て
確
定
拠
出
型
年

金
で
は
、
企
業
が
積
立
を
行
っ
た
後

は
年
金
基
金
に
収
益
が
生
ま
れ
て
も

企
業
に
収
益
が
生
じ
ず
、
基
金
運
用

の
巧
拙
は
従
業
員
自
身
の
年
金
額
に

反
映
さ
れ
る
の
で
あ
る
。 

　
今
回
の
判
決
に
よ
り
、
Ｉ
Ｂ
Ｍ
社

で
は
、
一
三
万
人
の
従
業
員
と
退
職

者
に
つ
い
て
年
金
給
付
の
計
算
を
や

り
直
す
必
要
が
出
て
き
た
。
同
社
は

こ
の
判
決
を
不
服
と
し
て
控
訴
し
て

い
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は
む
し
ろ

今
後
の
年
金
の
追
加
拠
出
の
可
能
性

が
懸
念
さ
れ
て
い
る
。
キ
ャ
ッ
シ
ュ

バ
ラ
ン
ス
プ
ラ
ン
は
、
一
九
九
〇
年

年
代
半
ば
以
来
Ａ
Ｔ
＆
Ｔ
社
、
イ
ー

ス
ト
マ
ン
コ
ダ
ッ
ク
社
、
ゼ
ロ
ッ
ク

ス
社
な
ど
Ｉ
Ｔ
関
連
の
大
企
業
を
中

心
に
広
ま
っ
て
い
る
が
、
今
回
の
判

決
が
、
そ
う
し
た
企
業
へ
も
影
響
を

及
ぼ
す
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
。 

（
国
際
研
究
部
） 

　
ド
イ
ツ
連
邦
議
会
（
下
院
に
相
当
）

は
九
月
下
旬
以
降
、
二
度
に
わ
た
っ

て
雇
用
改
革
関
連
法
案
を
相
次
い
で

可
決
し
、
か
ね
て
よ
り
議
論
さ
れ
て

き
た
雇
用
保
護
法
制
や
失
業
給
付
制

度
の
大
幅
な
見
直
し
実
施
の
条
件
が

整
っ
て
き
た
。 

　
こ
れ
ら
は
、
本
年
一
月
に
連
邦
政

府
が
閣
議
決
定
し
た
「
ハ
ル
ツ
委
員

会
報
告
」
に
基
づ
く
改
革
案
、
お
よ

び
シ
ュ
レ
ー
ダ
ー
首
相
が
三
月
の
施

政
方
針
演
説
で
提
起
し
た
「
ア
ジ
ェ

ン
ダ
二
〇
一
〇
」
の
施
策
案
に
基
づ

き
法
案
化
さ
れ
た
も
の
。
失
業
の
抑

制
や
雇
用
増
を
目
的
と
し
て
い
る
が
、

失
業
に
直
面
し
た
労
働
者
に
と
っ
て

痛
み
を
伴
う
内
容
で
あ
る
一
方
、
さ

ら
な
る
「
改
革
」
を
求
め
る
声
も
出 

て
お
り
、
雇
用
状
況
の
改
善
に
つ
な

が
る
か
ど
う
か
が
焦
点
と
な
る
。 

　
主
な
内
容
は
、
九
月
二
六
日
に
可

決
さ
れ
た
①
解
雇
保
護
法
（
解
約
告

知
保
護
法
）
の
小
規
模
企
業
を
対
象

と
し
た
緩
和
②
失
業
手
当
の
給
付
期

間
短
縮
③
一
〇
月
一
七
日
可
決
の
失

業
手
当
と
失
業
扶
助･

社
会
扶
助
の

統
合
・
見
直
し
お
よ
び
給
付
要
件
の

厳
格
化
④
連
邦
雇
用
庁
の
組
織
改
編

―
―
の
四
点
。
こ
の
う
ち
九
月
二
六

日
に
可
決
さ
れ
た
①
お
よ
び
②
に
関

す
る
法
案
は
、
上
院
に
相
当
す
る
連

邦
参
議
院
に
お
け
る
可
決
を
必
要
と

せ
ず
、
〇
四
年
一
月
か
ら
の
施
行
が

決
ま
っ
て
い
る
。 

　
一
方
、
失
業
給
付
制
度
の
見
直
し 

等
、
一
〇
月
一
七
日
に
連
邦
議
会
を

通
過
し
た
法
案
は
、
成
立
の
た
め
に

連
邦
参
議
院
で
の
採
決
を
必
要
と
し

て
い
る
。
し
か
し
、
野
党
が
多
数
を

占
め
る
同
院
で
の
原
案
の
可
決
は
困

難
と
見
ら
れ
、
連
邦
議
会
と
同
参
議

院
で
構
成
す
る
両
院
協
議
会
に
調
整

が
委
ね
ら
れ
る
可
能
性
が
高
い
。 

　
こ
れ
ら
四
点
の
う
ち
、
解
雇
保
護

法
の
緩
和
は
、
第
二
次
シ
ュ
レ
ー
ダ

ー
政
権
（
昨
年
一
〇
月
発
足
）
内
で

の
検
討
を
経
て
「
ア
ジ
ェ
ン
ダ
二
〇

一
〇
」
で
掲
げ
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ

た
ポ
イ
ン
ト
の
一
つ
。
こ
れ
ま
で
、

従
業
員
五
人
以
下
の
企
業
は
従
業
員

解
雇
の
際
に
同
法
が
定
め
る
保
護
規

定
の
適
用
を
免
れ
て
い
た
が
、
今
回

可
決
さ
れ
た
法
案
に
よ
れ
ば
、
従
業 

員
五
人
ま
で
の
小
企
業
が
、
さ
ら
に 
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労
働
事
情
 

インドネシア 

ポ
ス
ト
Ｉ
Ｍ
Ｆ
の
経
済
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム 

スラバヤ郊外のタバコ工場で働く労働者たち 

高どまりする失業率を背景に失業手当の給付日数の見直しが進んでいる 

最
大
五
人
ま
で
の
従
業
員
を
期
限
つ

き
で
雇
い
入
れ
た
場
合
に
限
り
、
同

様
の
適
用
除
外
を
受
け
る
こ
と
が
で

き
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
業
容
を
拡
大

し
た
い
小
規
模
企
業
に
と
っ
て
、
従

前
の
解
雇
保
護
規
定
に
と
ら
わ
れ
ず

に
従
業
員
の
追
加
採
用
が
可
能
に
な

る
。
た
だ
し
、
野
党
は
よ
り
一
層
の

「
緩
和
」
を
求
め
て
お
り
、
意
見
の

隔
た
り
は
残
っ
た
ま
ま
だ
。 

 

失
業
手
当
に
関
連
す
る
改
革
案
は

、

昨
年
八
月
に
出
た
「
ハ
ル
ツ
委
員
会

報
告
」
（
フ
ォ
ル
ク
ス
ワ
ー
ゲ
ン
社

労
務
担
当
役
員
Ｐ
・
ハ
ル
ツ
氏
を
委 

員
長
と
す
る
委
員
会
が
連
邦
雇
用
庁

改
編
と
職
業
紹
介
シ
ス
テ
ム
、
失
業

給
付
制
度
等
の
改
革
を
提
起
し
た
も

の
）
の
内
容
を
も
と
に
、
「
ア
ジ
ェ

ン
ダ
二
〇
一
〇
」
の
施
策
と
し
て
取

り
入
れ
ら
れ
た
。 

　
失
業
手
当
給
付
に
つ
い
て
は
、
現

行
で
は
四
五
歳
に
達
す
る
ま
で
一
二

カ
月
、
そ
の
後
加
齢
に
よ
り
最
大
三

二
カ
月
の
給
付
期
間
を
設
け
て
い
た

が
、
来
年
一
月
か
ら
は
、
五
五
歳
未

満
は
一
二
カ
月
、
五
五
歳
以
上
は
一

八
カ
月
と
な
る
。
失
業
給
付
制
度
に

関
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
失
業
手
当
給

付
期
間
終
了
後
の
失
業
者
な
ど
に
対

し
て
「
失
業
扶
助
」
か
「
社
会
扶
助
」

に
よ
る
支
援
の
シ
ス
テ
ム
が
存
在
し

た
の
に
対
し
、
今
回
の
法
案
で
は
、

就
労
能
力
の
あ
る
対
象
者
す
べ
て
に

対
し
、
新
た
に
「
失
業
手
当
Ⅱ
」
を

導
入
し
、
「
失
業
扶
助
」
と
「
社
会

扶
助
」
の
実
質
的
な
統
合
を
図
っ
た
。

ま
た
、
職
業
安
定
所
に
よ
る
職
業
紹

介
（
地
域
の
協
約
賃
金
を
逸
脱
し
な

い
場
合
）
に
際
し
、
対
象
者
が
拒
否

し
た
場
合
は
手
当
が
減
額
さ
れ
、
給

付
要
件
が
厳
し
く
な
る
。 

（
国
際
研
究
部
主
任
調
査
員
・ 

吉
田
和
央
） 

　
国
際
通
貨
基
金
（
Ｉ
Ｍ
Ｆ
）
か
ら

の
融
資
が
年
内
終
了
す
る
イ
ン
ド
ネ

シ
ア
。
そ
の
後
の
経
済
改
革
プ
ロ
グ

ラ
ム
に
関
す
る
白
書
（
二
〇
〇
三
年

第
五
大
統
領
通
達
）
が
九
月
一
七
日
、

公
表
さ
れ
た
。 

 
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
に
お
い
て
、
Ｉ
Ｍ

Ｆ
融
資
は
一
九
九
七
年
か
ら
開
始
さ

れ
、
年
内
に
予
定
さ
れ
て
い
る
覚
書

改
訂
に
よ
る
融
資
を
含
め
る
と
総
額

一
四
〇
億
ド
ル
以
上
に
達
す
る
（
注

１
）
。 

　
経
済
改
革
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
柱
と
な

る
の
は
①
マ
ク
ロ
経
済
の
安
定
化
②

財
政
・
金
融
セ
ク
タ
ー
の
再
編
と
改

革
③
投
資
・
輸
出
の
促
進
と
雇
用
創

出
―
―
の
三
点
。
こ
の
発
表
に
対
し

て
、
政
策
の
方
針
や
ア
ク
シ
ョ
ン
プ

ラ
ン
が
不
明
瞭
と
い
う
批
判
が
早
く

も
あ
が
っ
て
い
る
。 

　
以
下
、
こ
こ
で
は
③
に
関
す
る
プ

ロ
グ
ラ
ム
内
容
を
中
心
に
紹
介
す
る
。 

　
投
資
・
輸
出
の
促
進
に
関
す
る
具

体
的
な
プ
ロ
グ
ラ
ム

内
容
と
し
て
、
煩
雑

な
投
資
手
続
き
の
簡

素
化
を
促
進
す
る
た

め
の
大
統
領
令
を
発

布
す
る
こ
と
や
、
投

資
・
輸
出
促
進
に
向

け
た
ナ
シ
ョ
ナ
ル
・

チ
ー
ム
の
設
置
な
ど

が
あ
が
っ
て
い
る
。

一
方
、
雇
用
分
野
の

プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
、

雇
用
差
別
と
海
外
出

稼
ぎ
労
働
者
に
関
す

る
二
つ
の
法
律
と
、

二
〇
〇
三
年
第
一
三

号
労
働
法
を
補
完
す

る
三
九
項
目
の
措
置

を
、
二
〇
〇
三
年
一

〇
月
か
ら
二
〇
〇
四

年
七
月
に
か
け
て
大
統
領
令
や
政
令
、

労
働
・
移
住
相
通
達
と
い
う
か
た
ち

で
実
施
す
る
（
注
２
）
。 

 

一
〇
月
実
施
分
の
一
七
項
目
に
は

、

労
働
基
本
権
の
遵
守
、
職
業
訓
練
機

関
の
登
録
・
許
可
、
有
期
労
働
契
約
、
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＜表１＞　労働に関するプログラム 

職場における差別解消のための法律

インドネシア人海外出稼ぎ労働者の促進と保護に関する法律

2003年13号労働法を補完するための39項目（労働移住大臣通達等）

＜2003年10月実施（17項目）＞
・労働基本権履行のための方策 
・職業訓練団体の登録、認定、許認可 
・労働者組織の許認可 
・外国人労働者を雇用する経営者 
・有期雇用に関わる協約 
・健康を害する恐れのある仕事に就く児童の安全と道徳 
・特定の業務や事業における労働時間 
・時間外労働と残業手当 
・公休・有給休暇 
・最低賃金を支払う能力のない経営者・事業者の支払猶予・延期 
・労使組織の編成の方法 
・非合法なストライキへの処置に関する法律　　　　　　　　　など17項目

＜2003年12月実施（14項目）＞
・政労使三者構成組織の編成 
・国家雇用委員会の役割と職務・メンバーの指名（任命）解任 
・海外出稼ぎ労働者の権利義務 
・深夜労働に関する規定 
・労働者の必要最低限の生活を確保するための措置 
・賃金基準と構造 
・全国的な職業訓練システム　　　など14項目 
　　　　　　　　　　　

＜2004年7月実施（8項目）＞
・雇用機会の拡大に関する措置 
・労働安全衛生マネジメント・システム 
・最低賃金の履行と違反した場合の罰金 
・労働者の安寧と繁栄のための措置 
・労働者組織を育成するための措置 
・国家生産性委員会の職務と構成メンバーの指名　　　　　  など8項目

健
康
に
悪
影
響
を
与
え
る
職
種
の
保

護
、
違
法
ス
ト
に
対
す
る
法
的
措
置

な
ど
が
あ
が
っ
て
い
る
。
だ
が
、
こ

の
一
七
項
目
の
目
標
達
成
は
困
難
と

の
見
方
が
早
く
も
出
て
い
る
。 

　
政
府
に
よ
る
政
策
実
行
の
推
移
に

つ
い
て
は
、
経
済
諸
団
体
も
関
心
を

示
し
て
お
り
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
商
工

会
議
所（K

adin

）
は
、
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
支
援
国
会
議
（
Ｃ
Ｇ
Ｉ
）（
注
３
）

か
ら
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
招
き
政
府
の

経
済
改
革
実
施
を
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す

る
チ
ー
ム
を
設
置
す
る
と
し
て
い
る
。

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
経
営
者
協
会（A

pind -

o

）
の
ソ
フ
ジ
ャ
ン
・
ワ
ナ
ン
デ
ィ

委
員
長
は
、
以
下
の
よ
う
に
コ
メ
ン

ト
し
て
い
る
。 

 

「
白
書
に
示
さ
れ
た
マ
ク
ロ
経
済

の
安
定
化
と
金
融
制
度
改
革
を
歓
迎

す
る
が
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
は
目
標
値
が

不
明
確
な
こ
と
を
懸
念
し
て
い
る
。

イ
ン
フ
レ
や
為
替
レ
ー
ト
、
経
済
成

長
率
に
つ
い
て
、
目
標
値
を
示
し
な

が
ら
、
投
資
や
輸
出
、
雇
用
創
出
に

関
す
る
具
体
的
な
目
標
値
が
示
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
に
悲
観
的
な
見
解
を

も
っ
て
い
る
」 

 

（
注
１
） 

IM
F

の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト 

http://w
w
w
.im

f.org/external/country/ 
ID

N
/index.htm

 

（
注
２
） 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア
経
済
調
整
担
当
省
の
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト 

http://w
w
w
.ekon.go.id/ 

（
注
３
） 

ア
メ
リ
カ
、
日
本
、
英
国
、
オ
ー
ス
ト
ラ
リ

ア
、
カ
ナ
ダ
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ
ツ
、
イ
タ

リ
ア
か
ら
な
る
会
議 

（
参
考
） 

Jakarta Post 

九
月
一
六
日
、
一
七
日
、
一

八
日
、
一
〇
月
七
日 

 

（
国
際
研
究
部
・
北
澤
　
謙
） 
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最近の統計調査より 

◆平成15年度年次経済財政報告－ 改革なくして成長なしⅢ－　　10月24日（内閣府） 

　出産・子育てによる就業中断に伴う就業所得損失額を約8,500万円と試算（大卒女子の場合で、28歳で出産、

同時に退職し、子どもが小学校に入学後34歳で再就職するケース）。 

◆平成15年民間主要企業夏季一時金妥結状況について　　10月27日（厚生労働省） 

　妥結額は78万1,930円、対前年比3.00％増、夏季一時金は2年ぶりに増加。 

◆農業構造動態調査地域就業等構造調査結果―女性の就業構造・経営参画状況調査―　　10月31日（農林水産省） 

　過去１年間に自営農業に60日以上従事している女性のうち、給与や報酬を受け取っているものは49.6％。１カ

月平均の受け取り金額は、5～10万円が43.7％と最も多数。また、ほとんど休日はないとするものが17.7％。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

10月11日～11月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 

　注目の統計・指標 

◆毎月勤労統計調査～平成１５年夏季賞与～　11月4日（厚生労働省） 

～平均支給額は３年ぶりの増加～ 
　平成15年の夏季賞与は、前年比1.4％増の41万8,818円と3年ぶりの増加となった。主な産業についてみると、製造

業1.1％増、卸売・小売業,飲食店5.7％増、サービス業2.0％増であった。夏季賞与の支給事業所割合をみると、68.7

％と前年に比べ4.0ポイントの低下となった。 

　毎月勤労統計調査の賞与集計は、6月から8月までの3カ月間に賞与の支給があった事業所のみを集計対象としてお

り、この割合が支給事業所割合である。 

　また、夏季賞与がまったく支給されない者まで含めた平均支給額（注）を仮に計算すると、平成15年は34万7,200

円となり、昨年の35万1,338円と比べて1.2％の減少となる。 

　依然として労働者の賃金を取り巻く環境が厳しいことがわかる。 
 
注）毎月勤労統計調査の平均支給額は労働者一人当たりの平均であるので、支給労働者割合を用いて平均支給額×支給労働者割合で試算した。支給労働
者割合とは、夏季賞与が支給された事業所に雇用される労働者が全労働者に占める割合のことである。夏季賞与が支給された事業所であってもすべての
労働者に賞与が支給されるとは限らないので、賞与を実際に支給された労働者の割合を表してはいない。 

表　平成15年の産業別夏季賞与の支給状況 図　夏季賞与の推移 

情報解析部 

調査産業計 

建設業 

製造業 

電気・ガス・熱供給・水道業 

運輸・通信業 

卸売・小売業、飲食店 

金融・保険業 

不動産業 

サービス業 

418,818 

308,588 

473,546 

872,157 

406,287 

315,411 

632,042 

440,280 

438,534

平均支給額（円） 支給 
事業所 
割合 

支給 
労働者 
割合 前年比 

（％） 

全労働者平均(円） 
(注）　　　　　　 

前年比 
（％） 

1.4 

-6.1 

1.1 

0.6 

-2.6 

5.7 

-6.7 

-4.6 

2.0

68.7 

54.3 

67.0 

96.9 

77.4 

63.1 

93.0 

76.3 

77.8

82.9 

66.6 

86.3 

99.3 

84.1 

75.6 

95.9 

87.5 

88.3

347,200 

205,520 

408,670 

866,052 

341,687 

238,451 

606,128 

385,245 

387,226

-1.2 

-17.1 

0.4 

0.2 

-5.7 

2.9 

-6.9 

-6.5 

-0.2

注）労働政策研究・研修機構情報解析部において夏季賞与がまったく支給されない労働者を含めた全労働者平均を試算。 
 
資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」 

円％
95

90 

85 

80 

75 

70 

65 

60

500,000

480,000

460,000

440,000

420,000
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1）短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省 

1998年 

99　 

2000年 

01　 

02　 

10,728 

10,783 

10,836 

10,886 

10,927 

10,944 

10,952 

10,943 

10,929 

10,941 

10,933 

10,952 

10,947 

10,960 

10,971 

10,968 

10,968 

10,975

5,368 

5,331 

5,356 

5,369 

5,331 

5,342 

5,336 

5,350 

5,348 

5,289 

5,262 

5,296 

5,312 

5,351 

5,373 

5,382 

5,347 

5,328 

 

755 

774 

754 

829 

835 

822 

801 

811 

1,075 

834 

801 

801 

1,012 

789 

792 

811 

803 

795 

 

279 

317 

320 

340 

359 

362 

365 

353 

356 

368 

349 

359 

362 

361 

356 

352 

339 

343 

 

102.1 

107.3 

103.8 

109.2 

109.6 

111.5 

110.4 

99.9 

96.8 

94.9 

90.2 

87.5 

87.0 

92.9 

92.3 

96.1 

92.7 

 

2,394,818 

2,529,993 

2,506,804 

2,597,580 

2,768,427 

2,685,284 

2,723,666 

2,587,151 

2,463,954 

2,569,925 

2,578,948 

2,710,557 

2,925,681 

2,850,509 

2,745,950 

2,671,591 

2,518,749 

2,519,722 

 

15.6 

5.6 

-0.9 

3.6 

6.6 

5.5 

2.0 

-1.1 

-3.2 

-5.4 

-5.4 

-4.3 

-5.5 

-5.9 

-3.9 

-5.1 

-6.5 

-6.2 

 

16.9 

5.0 

-3.3 

5.2 

0.3 

-0.9 

-5.3 

-12.2 

-13.0 

-16.4 

-18.1 

-16.4 

-18.5 

-19.3 

-17.2 

-18.3 

-20.0 

 

6,514 

6,462 

6,446 

6,412 

6,330 

6,353 

6,355 

6,346 

6,291 

6,203 

6,193 

6,266 

6,306 

6,360 

6,411 

6,381 

6,361 

6,346 

 

6,793 

6,779 

6,766 

6,752 

6,689 

6,717 

6,717 

6,684 

6,622 

6,560 

6,542 

6,649 

6,691 

6,735 

6,771 

6,722 

6,693 

6,692 

 

労働力 
人口 

短時間 
女性雇用 
者数1） 

就業者数 雇用者数 
失業者数 雇用保険受給者実人員 月間有効求職者数 

季調値 前年比 前年比 

9 

10 

11 

12

02年　月 

03年　月 1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 

1998年 

99　 

2000年 

01　 

02　 

15.4 

4.2 

-0.2 

5.0 

9.2 

9.6 

2.6 

-1.1 

-1.7 

-3.0 

-0.5 

-0.6 

-5.4 

-1.4 

7.0 

-4.6 

-5.2 

2.8

-15.3 

-4.6 

22.0 

4.2 

-3.1 

1.8 

5.2 

6.9 

11.0 

10.7 

11.5 

10.2 

9.2 

9.6 

11.2 

10.2 

10.5 

13.8

-11.9 

-0.7 

19.9 

1.5 

0.6 

5.9 

10.7 

7.0 

12.6 

12.3 

10.1 

8.5 

8.0 

8.2 

12.6 

9.8 

9.0 

17.8

0.53  

0.48  

0.59  

0.59  

0.54  

0.55  

0.56  

0.57  

0.59  

0.60  

0.61  

0.60  

0.60  

0.61  

0.61  

0.62  

0.63  

0.66 

0.50  

0.49  

0.62  

0.56  

0.56  

0.95  

0.98  

0.99  

1.02  

1.02  

0.99  

1.06  

1.03  

0.99  

0.96  

1.04  

1.08  

1.09  

 

4.2 

3.4 

3.2 

3.6 

4.2 

3.9 

3.8 

4.2 

3.6 

2.4 

1.5 

2.1 

1.7 

1.3 

1.0 

2.5 

2.8 

1.6p 

 

0.2 

-0.3 

-0.2 

-0.2 

-0.6 

-0.7 

-0.8 

-0.8 

-0.7 

-0.6 

-0.7 

-0.6 

-0.8 

-0.6 

-0.6 

-0.4 

-0.4 

-0.5p 

 

-1.2 

-2.3 

-1.5 

-2.0 

-4.3 

-4.3 

-4.1 

-3.9 

-3.5 

-3.3 

-3.1 

-2.8 

-2.7 

-2.3 

-2.1 

-1.9 

-1.9 

-1.9p 

 

-0.8 

-1.0 

-1.0 

-1.1 

-1.8 

-2.1 

-1.9 

-2.0 

-1.9 

-1.5 

-1.4 

-1.3 

-1.5 

-1.2 

-1.1 

1.4 

-1.3 

-0.9p 

 

1,265,216 

1,206,889 

1,472,596 

1,534,182 

1,486,484 

1,542,417 

1,609,468 

1,554,343 

1,453,547 

1,513,982 

1,602,350 

1,751,645 

1,715,171 

1,581,452 

1,534,779 

1,585,243 

1,603,148 

1,754,752

新規求人数 月間有効求人数 

前年比 前年比 

有効求人 
倍率 

新規求人 
倍率 

常用雇用(前年比） 

季調値 季調値 製造業 
一般労働者 

（前年比） 
パートタイム 
労働者 

1998年 

99　 

2000年 

01　 

02　 

9 

10 

11 

12

02年　月 

03年　月 1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9



％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 

万人 万人 万人 万人 万人 ％ ％ ％ ％ 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2ヶ月前からの3ヶ月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：雇用者数（四半期）である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構 

-1.3 

-1.3 

0.5 

-1.1 

-2.4 

-1.2 

-0.5 

-0.8 

-2.7 

-1.0 

-0.1 

-1.1 

-0.6 

0.6 

2.5 

-1.9 

-1.7 

0.4p 

 

-1.1 

-1.0 

0.8 

-0.8 

-0.8 

-0.7 

-0.8 

-1.0 

-0.3 

1.2 

-0.3 

0.2 

-0.4 

1.9 

1.1 

-0.4 

-1.4 

0.7p 

 

-0.8 

-0.7 

0.8 

-0.4 

-0.1 

-0.1 

-0.1 

-0.2 

0.5 

1.6 

0.0 

0.3 

-0.3 

2.1 

1.6 

-0.3 

-1.1 

1.0p 

 

-7.6 

-1.9 

3.6 

-4.4 

0.1 

4.9 

4.7 

6.5 

6.4 

6.8 

6.5 

6.2 

4.0 

5.5 

4.4 

4.3 

3.3 

3.1p 

 

-15.0 

1.5 

13.6 

-7.4 

4.0 

12.7 

14.2 

18.9 

19.6 

18.9 

15.8 

14.4 

10.4 

10.3 

8.3 

6.5 

8.3 

7.1p 

 

4.8 

-3.6 

-5.7 

4.7 

-4.6 

-8.1 

-8.4 

-8.5 

-11.2 

-9.7 

-6.0 

-4.6 

-4.6 

-1.8 

-1.8 

0.1 

-0.7 

-4.6p 

 

92.1 

94.5 

100.0 

95.9 

98.9 

103.9 

103.7 

97.9 

98.4 

107.0 

97.5 

113.7 

96.3 

101.6 

98.8 

102.0 

99.0 

108.7p 

 

110.0 

106.0 

100.0 

104.7 

100.0 

77.3 

77.3 

82.5 

182.7 

87.1 

81.5 

72.4 

83.7 

82.4 

127.0 

126.4 

90.6 

73.8p 

 

-3.8 

2.6 

5.8 

-4.1 

3.1 

9.5 

9.4 

8.7 

8.7 

8.2 

6.8 

5.5 

6.0 

0.8 

3.2 

1.3 

1.1 

4.7p 

 

-0.3 

0.0 

1.1 

-0.8 

-1.1 

-1.0 

-0.6 

-0.6 

-0.6 

-0.2 

0.0 

0.1 

-0.4 

0.6 

0.2 

0.0 

-0.2 

0.3p 

 

-0.9 

-0.6 

1.2 

-0.4 

-1.6 

-0.4 

0.2 

0.0 

-1.7 

-0.5 

0.5 

-0.7 

-0.2 

0.9 

3.0 

-1.4 

-1.2 

0.6p 

 

一般労働者 

定期給与 

製造業 指 数 指 数 一般労働者 前年比 

資料出所 各　　国 ＯＥＣＤ 

6,514 

6,462 

6,446 

6,412 

6,330 

6,327 

6,317 

6,305 

6,305 

6,296 

6,306 

6,336 

6,309 

6,314 

6,361 

6,339 

6,321 

6,322 

 

13,147 

13,350 

13,522 

13,504 

13,424 

13,731 

13,699 

13,654 

13,644 

13,754 

13,741 

13,735 

13,769 

13,749 

13,774 

13,748 

13,763 

13,757 

 

3,761 

3,808 

3,875 

3,892 

3,869 

3,856 

3,852 

3,844 

3,838 

3,832 

3,830 

3,827 

3,827 

3,824 

3,823 

3,819 

3,816 

 

4.1 

4.7 

4.7 

5.0 

5.4 

5.4 

5.5 

5.3 

5.5 

5.5 

5.2 

5.4 

5.4 

5.4 

5.3 

5.3 

5.1 

5.1

9.9 

9.1 

7.8 

7.4 

7.7 

7.8 

7.8 

7.8 

7.9 

7.9 

8.0 

8.0 

8.0 

8.0 

8.0 

8.0 

8.0 

8.0

11.4 

10.7 

9.3 

8.5 

8.8 

8.9 

9.0 

9.0 

9.1 

9.1 

9.2 

9.2 

9.3 

9.3 

9.4 

9.4 

9.5 

9.5

4.5 

4.2 

4.0 

4.7 

5.8 

5.7 

5.8 

5.9 

6.0 

5.7 

5.8 

5.8 

6.0 

6.1 

6.4 

6.2 

6.1 

6.1

9.3 

8.6 

7.8 

7.8 

8.6 

8.7 

8.8 

8.9 

8.9 

9.1 

9.2 

9.3 

9.4 

9.4 

9.4 

9.4 

9.4 

9.4

6.2 

5.9 

5.4 

5.0 

5.1 

5.2 

5.1 

5.1 

4.9 

5.0 

5.1 

5.0 

5.0 

4.9 

5.0 

5.0

イギリス フランス 日  本 アメリカ ＥＵ15 ド イ ツ イギリス 日  本 アメリカ ド イ ツ 

就業者数 3）（季節調整値） 標準化失業率（季節調整値） 

フランス 

2,660 

2,691 

2,727 

2,751 

2,766 

2,776 

2,778 

2,781 

2,782 

2,782 

2,781 

2,786 

2,787 

2,791 

2,792 

2,793 

2,790 

 

2,271 

2,306 

2,345 

2,376 

- 

1,545 
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就業形態の多様化  

図１　労働力調査と労働力調査特別調査における勤め先の呼称の分類 

図２　就業形態別雇用者数の推移（単位・万人） 

今月のキーワード解説 

（情報解析課長　井嶋俊幸） 

平成11年以前の特別調査 

正規の職員・従業員 
パート 
アルバイト 
嘱託・その他 

正規の職員・従業員 
パート 
アルバイト 
労働者派遣事業所の派遣社員 
嘱託・その他 

正規の職員・従業員 
パート 
アルバイト 
労働者派遣事業所の派遣社員 
その他（嘱託など） 

正規の職員・従業員 
パート 
アルバイト 
労働者派遣事業所の派遣社員 
契約社員・嘱託 
その他 

12年2月特別調査 12年8月特別調査 
13年2月特別調査 

13年8月特別調査 
14年1月以降の労働力調査 

　平成12年2月の特別調査からは「労働者派遣事業所の派遣社員」が、平成13年8月の特別調査からは「契約社員」がそれぞ
れ加わっている点が注目されます。新しい就業形態が普及するにしたがって統計調査自体も改善されてきたことがこの変遷
からみてとれます。 
　ただ、呼称とはいっても、調査の上での取り扱いには複雑なものがあり、結果を読むときに注意が必要です。「労働者派
遣事業所の派遣社員」については、実際に働いている派遣先の会社からみれば派遣社員であっても、雇用されている派遣元
の会社では正規の職員・従業員である場合も考えられます。しかしながら派遣社員は他に当てはまるものがあっても「労働
者派遣事業所の派遣社員」に区分するとされています。また、「契約社員」とは専門的職種に従事させることを目的に契約
に基づき雇用され、雇用期間の定めのある人とされ、呼称とは無関係に定義が示されています。 
　就業形態の多様化は統計調査そのものをも複雑にしていますが、そもそも「正規の職員・従業員」があいまいな呼称で定
義されていることが複雑さの一つの要因であると考えられます。　 
　「正社員」「非正社員」という言葉は、「正規の職員・従業員」「非正規の職員・従業員」とほぼ同義に使われていますが、
平成14年7月にまとめられたパートタイム労働研究会（厚生労働省雇用・児童家庭局の研究会）の最終報告「パート労働の課
題と対応の方向性」からこれらの言葉を使用するに当たっての背景を記述している部分を引用します。 
　「いわゆる『正社員』と『非正社員』が同種の仕事につくことが増え、『正社員』と『非正社員』の区分が曖昧になって
きている中で、また、パート等の働き方がすでに重要な役割を担っている中で、『非正社員』という社内の身分差を印象づ
けるような言葉を使うことは本来適切でないと考えられる。しかし、まだ多くの企業で実際に使われている現実があり、また、
その意識の原因に迫ることが本問題を考える上で非常に重要であることから、以下ではあえて『正社員』と『非正社員』と
いう呼称を使用することとする。」 
　ここで述べられているのは「非正社員」という言葉が適切ではないのではないかという指摘ですが、「正社員」、「非正
社員」の区分が不明確になる中、また、多様な働き方について議論がなされる中、それぞれの実態を捉えていくことがます
ます重要になるということも示唆しています。統計調査は社会を写す鏡であり、社会情勢の変化に合わせてより的確に正確
な実態を描き出すようにその姿を変えていくことが期待されます。 

　就業形態の多様化がいわれるようになってから久しくなりますが、最近では、その数が増えるだけなく、内容の多様化も
進んでいます。統計調査ではどのように捉えているのか就業状態の基礎的統計である労働力調査を例にとって見てみましょう。 
　労働力調査では、雇われている人（雇用者）について勤め先での呼称を尋ねています。そこでは、「正規の職員・従業員」
以外の勤め先の呼称として「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員・嘱託」「その他」を調
べており、これらを総称して「非正規の職員・従業員」としています。以前は、これらの分類は労働力調査特別調査で調べ
られていたのですが、平成14年1月から労働力調査と労働力調査特別調査とが統合されることによって、労働力調査で調べら
れるようになりました。また、その分類自体もたびたび変更されています。勤め先の呼称の分類の変遷と労働者数の変化は
次のとおりです（図１、２）。 
 

5,500 5,0004,500 4,000 3,5003,000

正規の職員・従業員 

パート 

アルバイト 

労働者派遣事業所の派遣社員 

契約社員・嘱託 

その他 

平成15年1-3月 

平成14年1-3月 

平成5年2月 

3,444

3,486

3,756

751

700 323 39 218 126

565 236 185

341 46 226 132
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国際講演会 

国 
　際 
　　講 
　　　演 
　　　　会 

スウェーデン 
ルント大学教授　ラインホルト・ファールベック 

雇用流動化と労働運動 
　
二
割
を
切
り
つ
つ
あ
る
、
日
本
の
労
働
組
合

組
織
率
―
―
。
雇
用
流
動
化
の
時
代
に
あ
っ
て
、

正
社
員
中
心
の
労
使
関
係
シ
ス
テ
ム
が
大
き
く

動
揺
し
て
い
る
。
労
働
法
の
国
際
比
較
研
究
の

泰
斗
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
・
ル
ン
ト
大
学
の
フ
ァ

ー
ル
ベ
ッ
ク
教
授
は
、
Ｊ
Ｉ
Ｌ
主
催
の
国
際
講

演
会
（
八
月
四
日
）
で
、
組
織
率
八
割
を
誇
る

北
欧
の
労
働
組
合
主
義
を
紹
介
。
男
女
の
性
差

や
雇
用
形
態
を
問
わ
ず
、
す
べ
て
の
労
働
者
の

た
め
に
つ
く
す
労
働
組
合
運
動
が
、
さ
ら
な
る

成
功
を
生
み
つ
づ
け
る
カ
ギ
と
訴
え
た
。 

   

「
労
働
組
合
、
新
た
な
適
応
か
死
か
」。
こ
れ

は
、
英
国
の
『
エ
コ
ノ
ミ
ス
ト
』
（
二
〇
〇
三

年
六
月
七
日
号
）
で
掲
載
さ
れ
た
記
事
の
象
徴

的
な
タ
イ
ト
ル
だ
。
そ
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
、

「
今
の
ま
ま
で
は
、
組
合
運
動
そ
の
も
の
が
終

焉
を
迎
え
る
」
と
い
う
も
の
だ
ろ
う
。
一
方
、

国
際
連
合
が
二
〇
〇
〇
年
に
発
表
し
た
「
グ
ロ

ー
バ
ル
契
約
」
で
は
、
多
国
籍
企
業
が
踏
ま
え

る
べ
き
基
本
的
九
原
則
で
、
「
結
社
の
自
由
と

団
体
交
渉
権
の
有
効
な
容
認
」
が
掲
げ
ら
れ
て

い
る
。
こ
こ
に
大
き
な
パ
ラ
ド
ッ
ク
ス
が
あ
る
。

一
方
で
は
、
組
合
主
義
の
衰
退
が
叫
ば
れ
、
他

方
で
は
組
合
運
動
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。 

　
い
ま
や
、
労
働
組
合
や
ス
ト
ラ
イ
キ
に
対
す

る
社
会
の
見
方
は
、
「
容
認
」
か
ら
「
無
関
心
」

へ
と
変
わ
り
つ
つ
あ
る
。
そ
し
て
、
一
部
で
は

あ
る
が
、
組
合
活
動
に
対
し
明
確
に
反
対
を
唱

え
る
よ
う
な
「
敵
対
」
の
姿
勢
も
あ
ら
わ
れ
始

め
た
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
今
年
六
月
、
政
府
の
年

金
改
革
案
に
反
対
し
、
ス
ト
を
打
っ
た
組
合
に
、

批
判
が
集
中
し
た
。
二
一
歳
の
女
子
学
生
が
「
私

は
書
く
、『
自
由
』、
お
ま
え
の
名
を
」
と
題
す

る
宣
言
文
を
唱
え
、
二
一
世
紀
の
ジ
ャ
ン
ヌ
・

ダ
ル
ク
と
絶
賛
さ
れ
た
の
だ
。
彼
女
の
言
う
「
自

由
」
と
は
、
組
合
が
存
在
し
な
い
、
ス
ト
も
な

い
世
界
の
こ
と
だ
ろ
う
。 

　
自
由
を
勝
ち
取
る
た
め
に
「
組
合
の
な
い
世

界
」
が
叫
ば
れ
る
一
方
で
、
「
組
合
が
ぜ
ひ
と

も
必
要
」
と
訴
え
る
層
も
依
然
と
し
て
存
在
す

る
。
そ
の
意
味
す
る
と
こ
ろ
は
、
「
組
合
は
欲

し
い
、
だ
け
ど
今
あ
る
組
合
で
は
な
く
、
別
の

組
合
が
欲
し
い
」
と
い
う
願
望
だ
ろ
う
。
結
局

は
、
今
存
在
し
て
い
る
組
合
が
間
違
っ
た
組
合

だ
か
ら
パ
ラ
ド
ッ
ク
ス
が
お
き
て
い
る
の
だ
。 

   

北
欧
、
組
織
率
八
割
強 

　
そ
れ
で
は
、
ど
の
よ
う
な
組
合
が
求
め
ら
れ

て
い
る
の
か
。
日
本
と
北
欧
（
デ
ン
マ
ー
ク
、

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ス
ウ
ェ
ー
デ

ン
等
）
を
比
較
す
る
こ
と
で
、
組
合
の
現
状
と

今
後
の
可
能
性
を
考
え
た
い
。
ま
ず
、
組
織
率

を
比
べ
る
と
、
日
本
は
二
〇
％
前
後
だ
が
、
北

欧
は
八
五
％
と
高
率
で
、
そ
の
数
値
も
安
定
的

だ
。
男
女
別
に
み
て
も
、
日
本
は
、
女
性
の
組

織
化
が
低
い
ま
ま
だ
が
、
北
欧
は
男
性
組
織
率

を
上
回
る
ほ
ど
の
八
六
〜
八
八
％
水
準
で
増
加

傾
向
に
あ
る
。
な
ぜ
女
性
の
組
織
率
が
男
性
よ

り
も
高
い
の
か
。
差
別
や
不
当
な
扱
い
な
ど
、

職
場
に
お
い
て
女
性
が
弱
い
立
場
に
あ
る
た
め
、
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表：スウェーデン、米国および日本の労働組合の取り組み姿勢の比較 
１－１） 

スウェーデン 

アメリカ 

日　　本 

１－２） 

スウェーデン 

アメリカ 

日　　本 

１－３） 

スウェーデン 

アメリカ 

日　　本 

１－４） 

スウェーデン 

アメリカ 

日　　本 

「労働組合とは何であり、いかなる機能を果たしているか？」 

声なき声を代弁して発言する組織 

個人的な意見表明ではなく、集団的な意見表明を選ぶ団体 

企業のもう一つの人格を表す分身（alter ego） 

「労働組合のメンバーの結集軸とは何か？」 

技能やイデオロギーなど、共通する属性を有する人々の組織 

労働者を競争から救い出すための組織 

企業など共通の枠組みを持った人々の組織 

「労働組合と組合員の関係はどのようなものであるか？」 

労働組合は組合員の最善の利益を守る 

労働組合は組合員の見解と希望を提示する 

労働組合は組合員の見方と経営者の見方を調和させる 

「労働組合役員は組合の仕事をどう考えているか？」 

組合の仕事は聖なる使命であり、世俗における牧師と喩えられる 

職業の一つで「組合ビジネス」でのキャリアを提供する 

管理職層に昇進するための研修であり、経営陣との協力の演習である 

R. Fohlbeck, Nothing Succeeds Like Success : Trade Unionism in Sweden, Juristf̈orlaget i 
Lund, 1999 のpp.22-23から作成。 

組
合
を
必
要
と
す
る
か
ら
こ
そ
、
組
織
率
が
高

い
―
―
と
い
う
の
が
答
え
だ
。 

　
フ
ル
タ
イ
ム
・
パ
ー
ト
タ
イ
ム
別
に
み
て
も
、

日
本
の
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
の
組
織
率
は
、
三
％

程
度
に
対
し
て
、
北
欧
の
パ
ー
ト
タ
イ
マ
ー
の

組
織
率
は
非
常
に
高
い
水
準
に
あ
り
、
む
し
ろ

フ
ル
タ
イ
ム
よ
り
も
や
や
高
い
状
態
に
あ
る
。

パ
ー
ト
の
ほ
う
が
フ
ル
よ
り
も
組
合
を
必
要
と

し
て
い
る
か
ら
だ
。
有
期
雇
用
の
組
織
率
を
み

て
も
、
北
欧
で
は
、
期
間
の
定
め
が
な
い
人
た

ち
よ
り
も
、
有
期
労
働
者

の
ほ
う
が
組
織
率
は
高
い
。 

　
現
在
、
急
速
に
増
加
傾

向
に
あ
る
請
負
労
働
者
も

ほ
と
ん
ど
組
織
化
さ
れ
て

い
る
。
な
ぜ
な
ら
、
請
負

労
働
者
は
、
あ
る
意
味
で

人
身
売
買
に
近
い
労
働
形

態
と
の
危
う
さ
を
常
に
含

ん
で
い
る
か
ら
だ
。
契
約

に
基
づ
き
送
り
込
ま
れ
る

労
働
者
の
保
護
の
た
め
に

組
合
は
何
を
す
べ
き
か
。

北
欧
の
組
合
は
不
可
能
に

も
近
い
よ
う
な
こ
と
を
や

っ
て
の
け
た
。
請
負
労
働

者
た
ち
が
派
遣
さ
れ
る
相

手
企
業
の
労
働
者
と
同
じ

ベ
ネ
フ
ィ
ッ
ト
を
享
受
で

き
る
協
約
を
勝
ち
取
っ
た

の
だ
。 

   

労
組
活
動
は
天
職
？ 

　
グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
の
中

で
、
似
た
よ
う
な
産
業
レ

ベ
ル
に
あ
り
、
働
き
方
に

大
き
な
差
が
な
い
日
本
と

北
欧
で
、
な
ぜ
か
く
も
組

織
率
が
違
う
の
か
。
そ
れ

を
理
解
す
る
た
め
に
は
、

ま
ず
労
働
組
合
運
動
の
歴
史
を
、
そ
の
イ
デ
オ

ロ
ギ
ー
に
さ
か
の
ぼ
り
比
較
す
る
必
要
が
あ
る

（
表
参
照
）
。
北
欧
の
場
合
、
労
働
組
合
は
、

声
な
き
者
の
た
め
の
声
で
あ
り
、
そ
れ
を
提
供

す
る
の
が
組
合
の
使
命
と
考
え
て
い
た
。
し
か

し
、
日
本
で
は
、
「
企
業
の
も
う
一
つ
の
人
格
」

で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。 

　
組
合
を
結
び
つ
け
て
い
る
も
の
も
、
北
欧
は
、

イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
な
ど
の
共
通
す
る
特
性
だ
が
、

日
本
で
は
、
企
業
な
ど
の
共
通
の
枠
組
み
だ
。

労
働
組
合
と
組
合
員
の
関
係
を
み
て
も
、
組
合

員
の
利
益
に
か
な
い
、
そ
れ
を
実
現
さ
せ
て
い

く
た
め
に
傾
注
す
る
の
が
北
欧
型
な
ら
、
組
合

員
の
見
解
と
経
営
側
の
見
解
と
の
調
和
を
図
っ

て
い
く
の
が
日
本
型
と
い
え
そ
う
だ
。 

　
そ
し
て
、
組
合
役
員
は
組
合
活
動
を
ど
う
見

て
い
る
か
と
い
う
点
で
は
、
北
欧
は
、
組
合
の

仕
事
を
「
天
か
ら
選
ば
れ
た
一
種
の
天
職
」（
自

分
以
外
の
も
の
の
力
に
よ
っ
て
誘
わ
れ
て
入
っ

て
い
く
道
）
に
相
当
す
る
ほ
ど
の
尊
厳
を
持
っ

て
と
ら
え
て
い
る
。
そ
れ
に
比
べ
て
、
日
本
は
、

組
合
活
動
が
、
経
営
と
協
力
し
て
い
く
た
め
の

実
践
で
の
場
あ
り
、
場
合
に
よ
っ
て
は
経
営
ポ

ス
ト
に
つ
く
た
め
の
準
備
期
間
に
も
な
っ
て
い

る
。 

　
な
お
、
北
欧
型
に
見
ら
れ
る
「secular 

priesthood

（
世
俗
的
な
聖
職
者
）
」
は
、
宗

教
と
は
ま
っ
た
く
無
関
係
な
概
念
だ
。
む
し
ろ
、

北
欧
の
組
合
活
動
家
に
は
無
神
論
者
が
多
い
。

そ
も
そ
も
組
合
活
動
自
体
が
、
当
時
圧
倒
的
な

影
響
力
を
持
っ
て
い
た
宗
教
に
対
す
る
反
駁
と

し
て
発
生
し
た
。
世
俗
的
な
聖
職
者
に
た
と
え

ら
れ
る
の
は
、
人
と
人
と
が
互
い
に
寄
り
添
い
、

連
帯
を
育
み
、
す
べ
て
の
人
々
の
こ
と
を
心
に

か
け
、
そ
の
面
倒
を
見
て
い
く
と
い
う
特
性
そ 
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の
も
の
に
あ
る
。 

　
す
な
わ
ち
、
日
本
と
北
欧
の
大
き
な
違
い
は
、

北
欧
の
労
組
が
、
男
女
の
性
差
な
く
、
雇
用
形

態
を
問
わ
ず
、
す
べ
て
の
労
働
者
の
た
め
に
活

動
し
て
き
た
の
に
対
し
て
、
日
本
で
は
、
特
定

の
あ
る
区
分
の
労
働
者
に
集
中
さ
せ
る
形
で
組

合
活
動
が
展
開
さ
れ
て
き
た
点
に
あ
る
の
で
は

な
い
か
。
こ
の
場
合
、
選
ば
れ
た
、
も
し
く
は

労
働
組
合
活
動
の
焦
点
と
な
っ
た
労
働
者
と
は
、

全
労
働
者
の
二
〇
％
程
度
に
あ
た
る
、
終
身
雇

用
の
雇
用
形
態
を
持
つ
男
性
の
サ
ラ
リ
ー
マ
ン

で
あ
っ
た
よ
う
に
思
わ
れ
る
。 

 

　 
 

求
め
ら
れ
る
労
働
組
合
像 

　
求
め
ら
れ
る
労
働
組
合
像
と
は
何
か
。
も
は

や
、
対
立
型
で
は
な
く
協
力
的
な
考
え
と
姿
勢

を
持
つ
組
合
、
そ
し
て
イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
ば
か
り

で
は
な
く
、
現
実
的
に
な
れ
る
組
合
が
求
め
ら

れ
て
い
る
の
で
は
な
か
ろ
う
か
。
な
ぜ
な
ら
、

グ
ロ
ー
バ
ル
化
し
た
経
済
で
は
、
今
ま
で
以
上

に
、
生
産
性
、
技
術
革
新
、
現
場
労
働
者
の
参

加
が
必
須
と
な
っ
て
い
る
か
ら
だ
。 

　
北
欧
の
労
働
組
合
は
、
そ
の
発
足
当
初
か
ら

こ
の
三
つ
の
要
件
に
大
き
く
貢
献
し
て
き
た
。

イ
デ
オ
ロ
ギ
ー
を
持
っ
て
い
る
労
組
が
技
術
革

新
や
新
技
術
の
導
入
に
積
極
的
に
協
力
す
る
の

は
、
一
見
し
て
矛
盾
と
映
る
か
も
し
れ
な
い
。

し
か
し
、
宗
教
的
と
も
言
え
る
「
使
命
」
と
は
、

常
に
組
合
員
の
た
め
に
あ
り
続
け
た
い
と
い
う

思
い
が
第
一
で
あ
り
、
決
し
て
ア
ン
チ
経
営
で

は
な
い
の
だ
。 

 

　 
 

社
会
保
障
改
革
で
で
き
る
こ
と 

　
さ
ら
に
、
労
働
組
合
は
、
雇
用
確
保
、
雇
用

安
定
を
実
現
し
な
が
ら
、
世
界
共
通
の
課
題
に

も
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
そ
の
た
め

に
は
、
「
国
レ
ベ
ル
で
の
三
者
構
成
に
よ
る
協

力
」
が
必
要
だ
。
例
え
ば
社
会
契
約
、
ソ
ー
シ

ャ
ル
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
、
社
会
協
調
（social 

concertation

）
な
ど
。
そ
の
役
割
と
は
、
差
し

迫
っ
た
構
造
的
な
社
会
問
題
に
立
ち
向
か
う
こ

と
に
あ
る
。 

　
例
え
ば
、
先
進
国
で
あ
れ
ば
い
ず
れ
も
、
高

齢
化
に
よ
る
年
金
問
題
に
直
面
し
て
い
る
。
す

で
に
年
金
シ
ス
テ
ム
を
め
ぐ
り
、
オ
ー
ス
ト
リ

ア
、
フ
ラ
ン
ス
、
ド
イ
ツ
で
労
働
争
議
が
多
発

し
て
い
る
。
ス
ト
の
結
果
は
、
ほ
と
ん
ど
が
組

合
側
の
敗
北
。
な
ぜ
か
。
も
は
や
社
会
そ
の
も

の
が
ス
ト
を
受
け
入
れ
な
く
な
っ
て
き
た
か
ら

だ
。
現
に
、
フ
ラ
ン
ス
で
は
年
金
を
め
ぐ
り
、

ス
ト
に
突
入
し
た
組
合
が
批
判
さ
れ
、
若
い
女

性
が
、
現
代
の
ジ
ャ
ン
ヌ
と
評
さ
れ
た
。 

 

さ
ら
に
、
年
金
制
度
の
改
革
の
取
り
組
み
に

つ
い
て
、
組
合
が
、
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
な
形
で
政
府

に
協
力
し
て
こ
な
か
っ
た
こ
と
も
、
敗
北
の
原

因
だ
っ
た
ろ
う
。
過
去
五
〜
一
〇
年
間
、
西
側

世
界
は
、
経
済
的
に
は
思
わ
し
く
な
い
時
期
だ

っ
た
。
そ
れ
と
並
行
し
社
会
保
障
制
度
に
対
す

る
負
担
は
い
っ
そ
う
高
ま
っ
て
い
る
。
社
会
の

現
状
に
照
ら
し
合
わ
せ
、
社
会
保
障
制
度
改
革

に
組
合
が
積
極
的
に
協
力
す
る
こ
と
が
、
貢
献

の
一
つ
と
し
て
期
待
さ
れ
て
い
る
。 

   

サ
ー
ビ
ス
体
と
し
て
の
組
合 

　
他
方
、
労
働
組
合
は
、
闘
争
型
組
織
か
ら
サ

ー
ビ
ス
型
組
織
へ
と
変
身
を
遂
げ
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
の
か
も
し
れ
な
い
。
現
在
、
北
欧
で
は
、

組
合
が
経
営
す
る
年
金
、
保
険
、
法
的
扶
助
、

法
的
支
援
が
増
え
て
い
る
。
歴
史
的
に
振
り
返

る
と
、
組
合
も
ま
た
一
つ
の
保
険
だ
っ
た
と
い

え
る
。
と
ど
の
つ
ま
り
、
組
合
と
は
、
人
が
集

う
て
、
自
ら
組
合
費
を
負
担
し
、
経
済
的
な
命

運
を
と
も
に
し
、
分
か
ち
合
う
こ
と
を
定
め
た

シ
ス
テ
ム
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
そ
の
体
制
と
仕

組
み
は
保
険
に
似
通
っ
て
い
る
。 

　
発
想
を
さ
ら
に
拡
大
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
。

北
欧
で
は
現
実
に
起
き
て
い
る
。
い
ま
や
、
ス

ウ
ェ
ー
デ
ン
や
デ
ン
マ
ー
ク
に
は
、
住
宅
保
険

や
自
動
車
保
険
だ
け
で
な
く
、
電
力
供
給
会
社

を
運
営
し
て
い
る
組
合
も
あ
る
。
こ
の
組
合
加

入
の
特
典
の
多
さ
が
、
組
織
率
を
支
え
て
い
る

の
だ
。 

  

ラ
イ
ン
ホ
ル
ト
・
フ
ァ
ー
ル
ベ
ッ
ク 

　
一
九
三
八
年
、
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
生
ま
れ
。
七

五
年
ル
ン
ト
大
学
助
教
授
、
八
〇
年
ス
ト
ッ
ク

ホ
ル
ム
ビ
ジ
ネ
ス
ス
ク
ー
ル
教
授
を
経
て
、
八

五
年
、
ル
ン
ト
大
学
法
学
部
教
授
。
主
な
論
文

に
、
「
日
本
の
労
働
組
合
運
動
―
―
衰
退
の
道

を
た
ど
る
の
か
」
『
日
本
労
働
研
究
雑
誌
』
一

九
九
八
年
一
月
号
な
ど
。
労
働
法
専
攻
。 
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窓口の達人 

■
動
物
的
勘
が
も
の
を
い
う
 

インタビュー 

連合東京組織局長 

古山　修氏 
 

　
連
合
東
京
（
九
四
万
人
）
の
相
談
窓
口
・

組
織
化
の
担
当
者
に
な
っ
て
一
一
年
間
で
、

約
二
〇
〇
の
組
合
結
成
に
関
わ
っ
た
。
 

「
土
曜
日
は
必
ず
つ
ぶ
れ
る
」
 

　
結
成
の
前
段
は
非
公
然
活
動
が
必
須
と

な
る
の
で
、
ウ
ィ
ー
ク
デ
ー
に
担
当
者
と

直
接
会
う
こ
と
が
難
し
い
か
ら
だ
。
 

 
常
時
五
〇
〜
六
〇
の
案
件
を
抱
え
て
い

る
。
取
材
中
も
、
相
談
者
か
ら
電
話
が
引
っ

切
り
な
し
に
か
か
っ
て
き
た
。
 

 
古
山
氏
に
よ
れ
ば
、
連
合
東
京
だ
け
で

年
間
一
〇
〇
〇
件
を
超
え
る
相
談
は
「
職

場
か
ら
の
排
除
」
「
長
時
間
労
働
」
「
労

働
条
件
の
不
利
益
変
更
」
の
三
パ
タ
ー
ン

に
分
類
す
る
こ
と
が
で
き
る
と
い
う
。
 

 
な
か
で
も
、
目
立
つ
の
が
分
社
化
を
き
っ

か
け
に
し
た
労
働
条
件
の
切
り
下
げ
だ
。

あ
る
部
門
を
別
会
社
化
し
た
あ
と
、
雇
用

は
守
ら
れ
た
と
は
い
え
、
給
与
が
三
〜
四

割
も
大
幅
ダ
ウ
ン
す
る
ケ
ー
ス
が
多
い
。
 

　
金
融
関
係
か
ら
は
、
業
績
の
明
暗
を
反

映
し
た
形
で
の
相
談
が
数
多
く
寄
せ
ら
れ

て
い
る
。
リ
ス
ト
ラ
を
加
速
さ
せ
る
大
手

銀
行
で
は
、
突
然
の
配
転
が
横
行
し
、
雇

用
不
安
が
増
幅
。
業
績
好
調
の
消
費
者
金

融
で
も
、
労
働
条
件
は
ま
ず
ま
ず
な
が
ら
、

配
転
、
出
向
・
転
籍
と
い
っ
た
ル
ー
ル
が

未
確
立
で
、
い
つ
処
分
さ
れ
る
か
わ
か
ら

ず
仕
事
に
は
不
安
が
つ
き
ま
と
う
。
 

　
こ
う
し
た
問
題
を
自
主
的
に
解
決
さ
せ

る
た
め
、
組
織
化
に
持
ち
込
む
の
が
古
山

氏
の
真
骨
頂
。
組
合
不
毛
地
帯
と
も
い
え

る
金
融
業
界
で
も
、
古
山
氏
は
外
資
系
を

手
始
め
に
、
着
実
に
オ
ル
グ
実
績
を
積
み

重
ね
、
一
〇
月
末
に
は
大
手
消
費
者
金
融

で
ユ
ニ
オ
ン
結
成
に
こ
ぎ
つ
け
た
。
 

 
賛
同
者
が
五
〇
人
を
超
え
た
こ
ろ
に
公

然
化
す
る
の
が
一
般
的
な
手
法
。
組
合
ア

レ
ル
ギ
ー
が
強
い
と
思
わ
れ
が
ち
な
若
手

社
員
も
、
全
員
が
共
有
で
き
る
問
題
に
絞

り
込
ん
だ
り
、
会
社
の
業
績
を
伸
ば
す
た

め
に
健
全
な
労
使
関
係
を
つ
く
ろ
う
と
い
っ

た
方
向
を
明
確
に
す
れ
ば
、
嫌
悪
派
・
無

関
心
派
は
少
な
く
な
る
と
い
う
。
 

　
組
織
化
が
う
ま
く
い
く
か
ど
う
か
は
「
頭

じ
ゃ
な
く
、
動
物
的
勘
が
も
の
を
い
う
」

（
古
山
氏
）
。
本
人
も
失
敗
の
積
み
重
ね

の
中
で
学
び
、
場
数
を
踏
み
、
動
物
的
勘

に
磨
き
を
か
け
て
き
た
。
 

 
も
ち
ろ
ん
本
人
の
努
力
だ
け
で
、
計
画

ど
お
り
こ
と
が
進
む
わ
け
で
は
な
い
。
人

と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
あ
り
が
た
み
を
常
々

感
じ
る
。
弁
護
士
、
社
会
保
険
労
務
士
、

労
政
事
務
所
な
ど
ケ
ー
ス
ご
と
に
サ
ポ
ー

ト
し
て
く
れ
る
人
た
ち
は
違
う
が
、
こ
の

協
力
が
最
終
的
に
も
の
を
言
う
こ
と
も
多

い
。
 

　
こ
う
し
た
経
験
が
あ
る
か
ら
、
古
山
氏

は
こ
う
感
じ
て
い
る
。
組
織
化
の
経
費
を

一
人
当
た
り
で
割
る
と
一
〇
万
円
以
上
か

か
る
と
い
わ
れ
る
が
、
「
金
は
か
か
ら
な

い
。
時
間
が
か
か
る
だ
け
」
。
 

　
土
曜
日
は
つ
ぶ
れ
、
休
日
に
家
族
と
過

ご
す
時
間
も
ま
ま
な
ら
な
い
。
「
つ
ら
い

と
思
っ
た
ら
や
っ
て
い
け
な
い
」
。
だ
か

ら
、
日
曜
日
だ
け
は
、
出
先
の
近
く
ま
で

家
族
を
呼
び
出
し
て
も
、
晩
酌
を
し
な
が

ら
水
入
ら
ず
の
夕
食
に
心
が
け
て
い
る
。
 

　
若
手
オ
ル
グ
の
養
成
も
仕
事
の
一
つ
。

連
合
本
部
派
遣
の
若
手
書
記
局
員
を
鍛
え

な
が
ら
、
今
日
も
都
内
を
飛
び
回
る
。
 

（
取
材
・
調
査
部
主
任
調
査
員
　
荻
野
登
）
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各
地
の
学
窓
か
ら
 

大
学
は
出
た
け
れ
ど
 

菅
山
　
真
次
　
 

（
東
北
学
院
大
学
経
済
学
部
教
授
） 

仙　台 

 

「
大
学
は
出
た
け
れ
ど
」
―
―
。
こ
ん
な

タ
イ
ト
ル
の
映
画
が
ヒ
ッ
ト
し
た
の
は
今
か

ら
七
〇
年
以
上
も
昔
の
こ
と
。
大
戦
景
気
の

バ
ブ
ル
が
は
じ
け
て
一
〇
年
も
不
況
に
あ
え

い
だ
あ
げ
く
、
金
融
機
関
の
破
綻
が
続
い
て
、

と
う
と
う
大
恐
慌
の
ふ
ち
に
沈
ん
で
い
っ
た

頃
の
話
で
あ
る
。
こ
の
時
期
に
、
日
本
の
歴

史
上
初
め
て
、
新
規
学
卒
者
の
就
職
や
、
企

業
の
定
期
採
用
の
調
査
が
行
わ
れ
て
い
る
。

対
象
は
全
国
の
大
学
・
専
門
学
校
（
戦
後
大

学
に
昇
格
）
・
実
業
学
校
（
戦
後
職
業
高
校

に
改
組
）
の
卒
業
生
で
あ
る
。
こ
の
調
査
を

み
る
と
い
ろ
い
ろ
面
白
い
発
見
が
あ
る
。
と

く
に
興
味
深
い
の
は
、
当
時
実
業
学
校
の
卒

業
生
に
つ
い
て
も
、
学
校
を
卒
業
す
る
と
同

時
に
就
職
す
る
と
い
う
慣
行
が
す
で
に
普
及

し
て
い
た
、
と
い
う
事
実
で
あ
る
。
む
し
ろ

就
職
率
は
、
実
業
学
校
卒
業
生
の
ほ
う
が
大

学･

専
門
学
校
卒
業
生
よ
り
も
顕
著
に
高
い
。 

 

こ
の
事
実
は
、
国
際
比
較
の
観
点
か
ら
み

る
と
注
目
に
値
す
る
。
定
期
一
括
採
用
は
日

本
の
独
自
な
慣
行
で
あ
る
と
言
わ
れ
て
き
た

が
、
た
と
え
ば
、
ア
メ
リ
カ
で
は
、
企
業
が

あ
ら
か
じ
め
選
抜
し
た
特
定
の
大
学
や
大
学

院
に
出
向
い
て
新
卒
者
を
採
用
す
る
キ
ャ
ン

パ
ス
・
リ
ク
ル
ー
ト
メ
ン
ト
が
行
わ
れ
て
い

る
。
こ
の
よ
う
に
有
名
大
学
・
大
学
院
卒
の

エ
リ
ー
ト
候
補
生
に
つ
い
て
は
、
欧
米
の
大

企
業
で
も
学
校
と
リ
ン
ク
し
て
高
度
な
専
門

性
を
有
す
る
稀
少
な
人
材
を
確
保
す
る
と
い

う
戦
略
が
採
用
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
一
般

の
高
卒
労
働
者
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
を
定
期

採
用
す
る
と
い
う
慣
行
は
ほ
と
ん
ど
見
ら
れ

な
い
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
こ
と
を
ふ
ま

え
る
と
、
日
本
で
は
、
学
校
卒
業
即
就
職
と

い
う
「
常
識
」
が
大
学･

高
校
を
問
わ
ず
あ

ま
ね
く
浸
透
し
て
い
る
の
が
重
要
な
特
徴
と

言
え
る
の
だ
が
、
そ
の
起
源
は
戦
前
に
ま
で 

さ
か
の
ぼ
る
事
が
で
き
る
の
で
あ
る
。 

 
し
か
し
、
い
ま
、
こ
う
し
た
日
本
社
会
の

常
識
が
大
き
く
揺
ら
い
で
い
る
。
こ
う
し
た

印
象
は
、
地
方
の
一
私
立
大
学
に
勤
め
る
私

に
は
ひ
と
き
わ
強
い
。
伝
統
校
で
は
あ
る
が
、

コ
ン
ペ
テ
ィ
テ
ィ
ブ
と
は
い
え
な
い
私
の
勤

務
校
で
は
、
―
―
学
力
偏
差
値
の
中
位
校
が

ど
こ
で
も
そ
う
で
あ
る
よ
う
に
―
―
近
年
学

生
の
学
力
低
下
・
学
習
意
欲
の
衰
退
が
危
惧

さ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
と
と
も
に
、
大
学
生

活
の
出
口
、
即
ち
進
路
の
状
況
が
大
き
く
変

わ
り
つ
つ
あ
る
。
最
近
、
い
さ
さ
か
困
っ
た

こ
と
と
し
て
、
四
年
次
の
ゼ
ミ
生
に
、
授
業

の
場
で
お
お
っ
ぴ
ら
に
就
職
活
動
の
状
況
を

聞
け
な
い
と
い
う
こ
と
が
あ
る
。
た
と
え
友

達
同
士
で
も
、
そ
こ
の
と
こ
ろ
は
あ
え
て
話

し
て
い
な
い
、
と
い
う
場
合
が
あ
る
か
ら
だ
。

こ
れ
に
は
、
も
ち
ろ
ん
全
国
平
均
と
比
べ
て

も
厳
し
い
地
方
の
雇
用
情
勢
下
で
、
な
か
な

か
就
職
が
決
ま
ら
な
い
と
い
う
事
情
が
影
響

し
て
い
る
。
だ
が
そ
れ
だ
け
で
は
な
く
、
こ

う
し
た
変
化
の
根
っ
こ
に
は
、
卒
業
す
れ
ば

就
職
す
る
の
が
当
た
り
前
、
と
い
う
考
え
方

そ
の
も
の
が
も
は
や
「
当
た
り
前
」
で
は
な

く
な
っ
た
、
と
い
う
こ
と
が
あ
る
。
就
職
が

決
ま
ら
な
い
、
と
い
う
よ
り
は
、
就
職
活
動

そ
の
も
の
を
ほ
と
ん
ど
し
な
い
学
生
が
増
え

て
い
る
の
だ
。 

 

そ
こ
で
、
こ
う
し
た
私
の
印
象
を
統
計
で

確
か
め
て
み
た
い
と
思
う
の
だ
が
、
実
は
、

こ
れ
が
な
か
な
か
難
し
い
。
大
学
が
公
表
し

て
い
る
就
職
率
は
、
学
生
の
届
出
を
も
と
に

し
た
「
就
職
希
望
者
数
」
を
分
母
に
と
っ
て

い
る
た
め
、
著
し
く
水
増
し
さ
れ
て
い
る
か

ら
で
あ
る
。
高
卒
者
の
就
職
率
に
つ
い
て
は

逐
一
詳
し
く
報
道
さ
れ
る
の
に
、
大
卒
者
は

単
に
「
就
職
難
」
と
い
わ
れ
る
だ
け
で
正
確

な
数
値
は
誰
も
知
ら
な
い
。
せ
め
て
、
大
卒 

者
と
高
卒
者
で
、
ど
ち
ら
が
就
職
率
が
高
い

か
（
低
い
か
）
く
ら
い
は
知
り
た
い
と
こ
ろ

な
の
だ
が
…
…
。 

  

す
が
や
ま
・
し
ん
じ
　
東
北
学
院
大
学
経

済
学
部
経
営
学
科
教
授
。
労
働
史
専
攻
。
主

な
著
書
に
、
『
学
校
・
職
安
と
労
働
市
場
―

―
戦
後
新
規
学
卒
市
場
の
制
度
化
過
程
』
（
共

著
、
二
〇
〇
〇
年
、
東
京
大
学
出
版
会
）
。

同
書
は
、
労
働
関
係
図
書
優
秀
賞
を
受
賞
し

て
い
る
。 
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私のこの一冊 

私　の　こ　の　一　冊 

『アメリカ職人の仕事史 
　－マス・プロダクションへの軌跡－』 

P r o f i l e

亀山　直幸（かめやま・なおゆき） 
跡見学園女子大学マネジメント学部教授 

森　　杲　著  
中公新書　本体８２０円（１９９６年発行） 

元日本労働研究機構研究主幹。主な著書に『変わる日
本型雇用』（共著、日本経済新聞社、1994年）、『現代の
社会政策』（共著、有斐閣、1996年）等。専門分野は人
事労務管理、労働市場、雇用政策、労使関係等。 

　
今
、
日
本
の
企
業
は
経
営
戦
略
の
転

換
・
再
構
築
の
真
っ
只
中
に
い
る
。
言

葉
の
本
来
的
使
わ
れ
方
か
ら
し
て
、
リ

ス
ト
ラ
（
ク
チ
ュ
ア
リ
ン
グ
）
で
あ
る
。

転
換
の
基
本
軸
は
、
二
〇
世
紀
型
経
営

戦
略
か
ら
の
脱
却
に
求
め
ら
れ
て
い
る
。

二
〇
世
紀
は
大
量
生
産
の
時
代
で
あ
っ

た
。
従
っ
て
課
題
も
大
量
生
産
型
経
営

か
ら
の
離
脱
と
提
起
さ
れ
る
。
一
方
で

自
動
車
、
家
電
製
品
な
ど
に
代
わ
る
新

た
な
大
量
生
産
型
製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の

開
発
を
視
野
に
入
れ
つ
つ
も
、
標
準
化
・

大
量
一
括
処
理
・
低
価
格
化
と
は
異
な

る
経
営
戦
略
・
シ
ス
テ
ム
が
模
索
さ
れ

る
。
課
題
が
深
い
だ
け
転
換
に
時
間
を

要
す
。
不
況
が
長
期
化
す
る
所
以
で
あ

る
。 

 

大
量
生
産
の
嚆
矢
と
し
て
、
二
〇
世

紀
を
切
り
開
い
た
製
品
と
し
て
Ｔ
型
フ

ォ
ー
ド
が
挙
げ
ら
れ
る
。
だ
が
、
大
量

生
産
に
取
り
組
ん
だ
最
初
の
人
と
し
て

Ｈ
・
フ
ォ
ー
ド
の
名
前
を
挙
げ
る
の
は

正
し
く
な

い
。
フ
ォ

ー
ド
に
先

立
ち
、
既

に
一
九
世

紀
、
ア
メ

リ
カ
に
お

い
て
は
木

製
の
時
計

や
小
銃
を

は
じ
め
と
す
る
様
々
な
製
品
分
野
に
お

い
て
、
機
械
を
利
用
し
た
大
量
生
産
が

実
現
し
て
い
た
の
で
あ
る
。
そ
し
て
、

そ
れ
を
可
能
と
し
た
の
が
ア
メ
リ
カ
に

特
有
な
職
人
の
存
在
で
あ
っ
た
。 

　
通
常
の
理
解
で
は
、
機
械
と
職
人
は

対
立
す
る
。
中
世
期
的
衣
を
纏
っ
た
ヨ

ー
ロ
ッ
パ
の
職
人
は
、
機
械
と
対
立
し

破
れ
衰
退
し
た
。
だ
が
、
ア
メ
リ
カ
の

職
人
は
率
先
し
て
機
械
を
開
発
し
導
き

入
れ
た
。
継
承
・
伝
統
に
重
き
を
置
く

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
の
職
人
と
異
な
り
、
ア
メ

リ
カ
の
職
人
は
「
自
在
な
工
夫
で
、
世

界
に
先
例
の
な
い
大
量
多
種
の
大
衆
向

け
商
品
」
を
生
み
出
し
た
。
ま
た
、
職

業
的
閉
鎖
性
を
強
く
持
つ
ヨ
ー
ロ
ッ
パ

の
職
人
と
異
な
り
、
ア
メ
リ
カ
に
お
い

て
は
「
仕
事
場
や
工
場
を
外
部
に
対
し

て
閉
ざ
し
て
し
ま
う
こ
と
は
滅
多
に
な

く
」
「
知
識
を
分
か
ち
合
い
交
換
し
合

う
自
由
」
が
共
有
さ
れ
て
い
た
。 

　
こ
う
し
た
ア
メ
リ
カ
の
職
人
の
特
性

を
背
景
と
し
て
、
一
九
世
紀
に
創
り
出

さ
れ
た
の
が
、
「
ア
メ
リ
カ
的
生
産
シ

ス
テ
ム
」
で
あ
り
、
そ
の
基
礎
の
上
に

二
〇
世
紀
の
大
量
生
産
体
制
は
構
築
さ

れ
た
の
で
あ
る
。
二
〇
世
紀
か
ら
の
脱

却
が
課
題
と
さ
れ
る
今
、
ア
メ
リ
カ
職

人
の
歴
史
的
位
相
が
改
め
て
確
認
さ
れ

る
べ
き
で
あ
る
。 

　
同
様
な
テ
ー
マ
を
扱
っ
た
著
作
と
し

て
、
Ｍ
・
ビ
オ
リ
、
Ｃ
・
セ
ー
ブ
ル
『
第

二
の
産
業
分
水
嶺
』
（
山
之
内
靖
他
訳
、

筑
摩
書
房
）
や
、
Ｄ
・
ハ
ウ
ン
シ
ェ
ル

『
ア
メ
リ
カ
ン
シ
ス
テ
ム
か
ら
大
量
生

産
へ
』
（
和
田
一
夫
他
訳
、
名
古
屋
大

学
出
版
会
）
が
あ
る
。
だ
が
ど
ち
ら
も

Ａ
５
判
五
〇
〇
頁
に
及
ぶ
大
著
で
あ
る
。

こ
れ
ら
の
大
著
に
匹
敵
す
る
（
あ
る
い

は
凌
駕
す
る
）
情
報
を
集
積
し
、
明
晰

な
労
働
史
観
に
貫
か
れ
た
労
作
を
新
書

判
で
よ
め
る
の
で
あ
る
、
な
ん
た
る
幸

せ
。 
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インフォメーション 

労働図書館／資料センター受け入れ図書 

BOOK新刊ピックアップ 

（2003年11月に当機構資料センターが収蔵したおもな図書） 

『「仕事が終わらない」 
告発･過労死』 

しんぶん赤旗国民運動部　著 
（新日本出版社、本体1500円） 

『現代日本の「見えない」貧困－ 
生活保護受給母子世帯の現実』 

北海道大学教授／青木紀編著 
（明石書店、本体2800円） 

『選別主義を超えて－ 
「個の時代」への組織革命』 

滋賀大学教授／太田肇　著 
（中央公論新社、本体780円） 

開館時間：9:30～17:00 
休　館　日：土曜日、日曜日、国民の祝日、年末年始（12月28日～１月４日）、その他　 
電話番号：03(5991)5032／FAX：03(5991)5659 
利用資格：閲覧はどなたでも自由にできます 
貸　　出：和書・洋書とも２週間、５冊までです 
※身分証明書（運転免許証、健康保険証など）をお持ちください 
レファレンスサービス：図書資料の所在調査などのサービスを行っています 

　日本の人事労務管理システムは、マギレの
ない基準である年功による序列主義から、国
際競争の激化により世界標準である組織によ
る選別主義に移行しようとしている。しかし、
そこでも、評価項目や評価者の能力が隘路と
なって機能不全に陥っている。組織論の実践
的研究者である著者は、社会による評価、市
場の重要性を指摘し、適応主義を提唱してい
る。局所財(position good)のように、競争が
不可避の財を企業はいかに配分すべきか、を
検討するときのヒントを与えてくれる図書で
ある。 

「過労死」とはなんと悲しい言葉であろうか。
努力が報われないことはこの世の中に無数に
あるが、家族の幸福のため、会社のためと骨
身を惜しまず長時間労働した結果が、思いと
は裏腹に自らを破滅に導き、家族を悲しみに
陥れるからである。実力主義の名の下にサー
ビス残業が深く静かに進行し、３０代を中心に
長時間労働が問題にされるとき、もはや過労
死は別世界の話ではない。３０数名からの取材
成果である本書は、この問題に社会が真摯に
取り組まなければならないことを涙をもって
教えてくれている。 

　経済格差が拡大し、階層化が進行している
状況下では、世界有数の１人当たりGDPを誇
る日本においても、貧困問題が議論されるの
は、もはや驚きではないのかもしれない。し
かし、不幸はそれぞれの顔をもち、貧困問題
もそのよってきたる原因によって必要とされ
る対策が異なろう。生活保護受給母子世帯に
焦点を絞り、綿密な訪問調査によってこの問
題を浮き彫りにした本書は、母子世帯に対す
る有効な政策を明瞭に指し示している。多様
な貧困問題それぞれに対する研究が期待され
ている。 

所得格差と貧困／佐藤宏（名古屋大学出版会、本体価格2,800円） 

鉄鋼労働運動史（完結編）／日本鉄鋼産業労働組合連合会（日本鉄鋼産業労働組合連合会、白表紙） 

日本労働運動史（1945-2003）／竹田誠（現代文化研究社、本体価格4,000円） 

労働運動の理論発展史(上）／戸木田嘉久（新日本出版社、本体価格4,800円） 

海外・人づくりハンドブック⑱フランス／吉本圭一（海外職業訓練協会、本体価格1,500円） 

都市失業問題への挑戦／玉井金五・松本淳（法律文化社、本体価格2,800円） 

選別主義を超えて／太田肇（中央公論新社、本体価格780円） 

最新・成果主義型人事考課シート集／日本経団連出版（日本経団連出版、本体価格5,800円） 

自治体人件費の解剖／高寄昇三（公人の友社、本体価格1,700円） 

仕事ベースの賃金の設計／居樹伸雄（社会経済生産性本部、本体価格2,000円） 

2002年度情報労連賃金実態調査／情報労連（情報労連、白表紙） 

「仕事が終わらない」告発･過労死／しんぶん赤旗国民運動部（新日本出版社、本体価格1,500円） 

労働衛生のしおり 平成15年度／厚生労働省労働基準局（中央労働災害防止協会、本体価格560円） 

平成15年版労働運動白書／日本労働研究機構（日本労働研究機構、本体価格2,900円） 

「男女共同参画」が問いかけるもの／伊藤公雄（インパクト出版会、本体価格2,200円） 

できれば幸せに働きたい／日本経済新聞社生活情報部（日本経済新聞社、本体価格1,400円） 

高齢者介護に関する世論調査／内閣府大臣官房政府広報室（内閣府大臣官房政府広報室、白表紙） 

移民政策の国際比較／小井土彰宏（明石書店、本体価格5,500円） 

移民の居住と生活／石井由香（明石書店、本体価格4,000円） 

詳細！改正労基法「解雇ルール」のすべて／渡邊岳（日本法令、本体価格2,000円） 

各国の社会保障［第3版］／足立正樹（法律文化社、本体価格2,600円） 

アメリカの福祉国家システム／渋谷博史ほか（東京大学出版会、本体価格4,800円） 

介護福祉学の探求／一番ケ瀬康子（有斐閣、本体価格2,300円） 

現代日本の「見えない」貧困／青木紀（明石書店、本体価格2,800円） 

ライフコースとジェンダーで読む家族／岩上真珠（有斐閣、本体価格1,700円） 

生活社会形成の論理と消費者／佐古井貞行（御茶ノ水書房、本体価格5,200円） 

アメリカのバブル 1995-2000／川上忠雄（法政大学出版局、本体価格3,000円） 

労働図書館（資料センター） 
　当図書館は、社会科学関係書を中心に和書91,000冊、洋書22,000冊、和洋の製本雑誌19,000冊を所蔵している労働関係の専門図書館です。 
　労働関係の分野には、労働法、労働経済、労働運動、雇用職業問題、女性労働問題、パート派遣問題、高齢者問題、障害者問題、外国人労働問題、社会福祉などがあり、
これらで、蔵書の半数以上を占めています。この他にも、経済書をはじめ経営学、心理学、教育学、社会学など関係分野に及んでいます。また、和雑誌（380種）、洋雑誌（210
種）、紀要（450種）、組合機関紙についても、受け入れています。 
　特色としては、厚生労働省をはじめとする官公庁発行の統計類などの逐次刊行物、
日本経団連など経営者団体の刊行物や民間研究団体刊行物、社史があり、労働
組合に関しては、労働運動史、ナショナルセンターや産業別組合の大会資料などを
継続的に収集しています。洋書については、特にILO（国際労働機関）総会の議事
録やOECD（経済協力開発機構）の刊行物や各国政府の労働統計書などを収集
して閲覧に供しています。特殊コレクションは、戦前・戦後を通して労働組合の歴史
的に貴重な原資料を収集、保管しています。 


